
水道事業等立入検査実施要領 

 

平成 18 年５月 30 日生衛第 146 号保健福祉部長通知 

一部改正 平成 20 年３月 24 日生衛第 856 号保健福祉部長通知 

一部改正 平成 22 年４月１日環衛第３号生活衛生部長通知 

一部改正 平成 25 年３月 28 日環衛第 406 号生活衛生部長通知 

一部改正 平成 28 年３月 31 日環衛第 268 号生活衛生部長通知 

一部改正 令和２年７月 27 日生衛第 1864 号生活衛生部長通知 

 

（目的） 

第１条 この要領は、水道法（昭和 32 年法律第 177 号）第 39 条に基づく水道事業、水

道用水供給事業及び専用水道への立入検査並びに小規模水道及び小規模貯水槽水道

における安全で衛生的な飲料水の確保に関する条例（平成７年神奈川県条例第７号）

第 19 条に基づく小規模水道への立入検査について必要な事項を定めるものとする。 

 

（役割分担） 

第２条 立入検査は、定期及び臨時に実施するものとし、その役割分担は次の各号に掲

げるとおりとする。 

(1) 定期の立入検査 

ア 保健所設置市の区域を給水区域とする水道事業及び水道用水供給事業（国認可

事業を除く。）の立入検査は、生活衛生課長が計画的に実施する。 

  イ 保健所設置市を除く区域を給水区域とする水道事業（国認可事業を除く。）の

立入検査は、生活衛生課長が水道事業の主たる給水区域を所管する保健福祉事務

所（以下「保健福祉事務所」という。）の協力を得て計画的に実施するほか、保

健福祉事務所長が必要に応じて実施する。なお、立入検査に当たっての水道事業

者との連絡調整は、保健福祉事務所が行うものとする。 

ウ 専用水道及び小規模水道の立入検査は、その所在地を所管する保健福祉事務所

長が設置状況に応じて計画的に実施する。 

(2) 臨時の立入検査 

生活衛生課長又は保健福祉事務所長が必要と認めるときは、前号の規定に関わら

ず生活衛生課長又は保健福祉事務所長が随時に立入検査を実施する。 

 

（実施方法） 

第３条 立入検査は、水道事業等立入検査表（別紙１）、専用水道立入検査表（別紙２）

又は小規模水道立入検査表（別紙３）に掲げる立入検査事項について、同検査表に掲

げる確認項目に留意して実地に検査する。ただし、必要に応じて、一部の検査事項を

省略して実施することができる。 

 

（実施結果に基づく措置） 

第４条 立入検査の結果、法令に違反しており、かつ健康上の被害が出るおそれがある

など重要な指導事項があるときは、水道事業及び水道用水供給事業にあっては生活衛



生課長が、専用水道及び小規模水道にあっては保健福祉事務所長が文書による指導を

行う。 

２ 前項の文書による指導を行うときは、早急に改善の措置を講じるよう求めるととも

に、その結果を文書で報告するよう求めるものとする。 

３ 法令に違反しているがその内容が軽微なとき、又は法令に違反していないが改善が

必要であると認めるときは、口頭による指導を行い、その後の対応について報告を求

めるものとする。 

４ 第１項及び第３項の指導に当たっては、水道事業等立入検査表（別紙１）、専用水

道立入検査表（別紙２）及び小規模水道立入検査表（別紙３）の指導事項等欄に記載

する内容を基準として指導する。 

 

（実施結果の報告） 

第５条 保健福祉事務所長は、実施した立入検査について、生活衛生課長の求めに応じ

て報告する。 

 

（その他） 

第６条 この要領に定めるもののほか立入検査の実施に当たり必要な事項は、生活衛生

課長又は保健福祉事務所長が別に定める。 

 

附 則 

１ この要領は、平成 18 年６月１日から施行する。 

２ 水道施設総点検実施要領（昭和58年８月30日付け環衛第175号衛生部長通知）は、

廃止する。 

 

附 則 

 この要領は、平成 20 年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この要領は、平成 22 年４月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要領は、平成 25 年３月 28 日から施行する。 

 

附 則 

 この要領は、平成 28 年４月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要領は、令和２年７月 27 日から施行する。 
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別紙１ 

水道事業等立入検査表 
●は文書による指導事項 
✖は口頭による指導事項 

立入検査事項 確認事項 根拠 指導事項等 備考欄 

１．資格 

【水道技術管理者】 

①水道技術管理者は

資格を満たしてい
るか。また、任命
基準はあるか。 

(1)水道技術管理者は適切に

選任されているか。 
 
(2)水道技術管理者は資格要

件を満たしているか。 
〇水道技術管理者の資格基

準について、水道事業で

ある全ての地方公共団体
が条例で定めること。 

 

(3)水道技術管理者の職務を
遂行する上で、適切な役
職の者が選任されている

か。 
 当該水道の規模、構造等

に対応する十分な技能・

職権を有する者を選定し
ているか。 

○任命基準については客観

的に判断する基準がない
が、然るべき者（技術部
門の長、若しくはそれに

匹敵する者）が任命され
ているか。 

法第 19条第 1 項 

県細則第 11 条 
 
法第 19 条第 3 項 

施行令第 7条 
施行規則第 14 条 
平 23 健水発 1118 第

2 号(課長通知)の第
1(1) 
 

平 14 健水発第
0327001 号(課長通
知)の第 4の 1 

●水道技術管理者を置い

ていない場合 
 
●資格要件を満たしてい

ない場合 

・県細則第 11 条(水道技術管理

者設置等の報告) 
水道事業者、水道用水供給事業
者又は専用水道の設置者は法第

19 条第 1項(法第 31 条及び第 34
条第 1 項において準用する場合
を含む。)の規定による水道技術

管理者設置報告書(第 12 号様式)
により知事(専用水道にあっては
当該設置場所を管轄する保健所

長。事項において同じ。)に報告
しなければならない。 
2 水道事業者、水道用水供給事

業者又は専用水道の設置者は、
水道技術管理者を変更したとき
は、速やかに水道技術管理者変

更報告書(第 13 号様式)により知
事に報告しなければならない。 

②水道技術管理者は

水道の管理につい
ての技術上の業務
を適切に担当して

いるか。 

(1)水道技術管理者は以下に

掲げる事項に関する事務
に従事し、及びこれらの
事務に従事する他の職員

を監督しているか。 
 ・水道施設が法第 5条の

規定による施設基準に適

合しているかどうかの検
査(法第 22 条の２第２項
に規定する点検を含む) 

 ・法第 13 条第 1項の規定
による水質検査及び施設
検査(給水開始前の検査) 

 ・給水装置の構造及び材
質が法第 16 条の規定に基
づく政令で定める基準に

適合しているかどうかの
検査 

 ・法第 20 条第 1項の規定

による水質検査 
 ・法第 21 条第 1項の規定

による健康診断 

 ・法第 22 条の規定による
衛生上の措置 

 ・法第 22 条の 3第 1項の

台帳の作成 
 ・法第 23 条第 1項の規定

による給水の緊急停止 

 ・法第 37 条前段の規定に
よる給水停止(県知事の命
令) 

○水道技術管理者が所属し
ている部署の業務だけで
なく、他の部署の業務に

ついても上記の事項の全
てについて監督している
か。 

○監督の方法が適切か。報
告書に技術管理者の決裁
欄がある等、監督してい

るかどうか確認できる
か。 

 

法第 19条第 2 項 

 
 
 

 
法第 19 条第 2 項第 1
号 

 
 
 

法第 19 条第 2 項第 2
号 
 

法第 19 条第 2 項第 3
号 
 

 
 
法第 19 条第 2 項第 4

号 
法第 19条第 2 項第 5
号 

法第 19条第 2 項第 6
号 
法第 19条第 2 項第 7

号 
法第 19条第 2 項第 8
号 

法第 19条第 2 項第 9
号 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

●左記の技術上の事項を

監督していない場合 
 
●左記の技術上の事項に

ついて、文書での指摘
があった場合 

(注)左記の法律事項につ

いて、1 つでも監督し
ていない場合は文書指
摘となる。 

 
✖左記の技術上の事項へ

の従事・監督が不十分

な場合 
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(2)水道技術管理者の業務を
適正に実施可能な業務体
制、情報管理体制となっ

ているか。 
○△△係長が水道技術管理

者を兼務しているが、そ

のことを本人が認識して
いるか。また他の職員に
も認知されているか。 

○上記事項の全てを監督で
きる業務体制、情報管理
体制となっているか。 

平 14 健水発第
0327001 号(課長通
知)の第 4の 1 

✖辞令等で正式に任命し
ていない場合 

 

✖水道技術管理者の業務
体制、情報管理体制が
不適切な場合 

【布設工事監督者】 

③布設工事の監督者

は資格要件を満た
しているか。ま
た、適切に指名さ

れているか。 

(1)布設工事監督者は資格要

件を満たしているか。 
〇布設工事監督者の配置基

準及び資格基準につい

て、水道事業を経営する
全ての地方公共団体が条
例で定めること。 

 
(2)布設工事監督者は適切に

指名されているか。 

○文書等で指名している
か。公式に指名したかど
うか確認できるか。 

布設工事の範囲 
 ・水道施設の新設 
 ・1 日最大給水量、水源の

種別、取水地点又は浄水
方法の変更に係る工事 

 ・沈でん池、濾過池、浄

水池、消毒設備又は配水
池の新設、増設又は大規
模の改造に係る工事 

法第 12条第 2 項 

施行令第 5条 
施行規則第 9条 
平 23 健水発 1118 第

2 号(課長通知)の第
1(1) 
 

 
法第 12 条第 1 項 
県細則第 8条 

法第 3 条第 10 項 
施行令第 3条 

●資格要件を満たしてい

ない場合 
 
 

 
 
 

 
●水道の布設工事におい

て、監督者を指名して

いない場合 
 
✖布設工事監督者の指名

が不適切な場合 
 
(解説)布設工事の範囲外 

・「取水施設、貯水施
設、導水施設、送水施
設、配水池を除く配水

施設」に係る増設、改
造工事 

・通常の土木工事として

適正に施工されれば、
水道施設の正常な機能
の保持上特に問題ない

と考えられるため。 

・県細則第 8条(布設工事監督者

設置等の報告) 
水道事業者又は水道用水供給事
業者は、水道の布設工事につ

き、法第 12 条第 1項(法第 31 条
において準用する場合を含む。)
の規定による監督業務を行うべ

き者(以下「布設工事監督者」と
いう。)を設置したときは速やか
に布設工事監督者設置報告書(第

7号様式)により知事に報告しな
ければならない。 
2 水道事業者又は水道用水供給

事業者は、布設工事を変更した
ときは、速やかに布設工事監督
者変更報告書(第 8様式)により

知事に報告しなければならな
い。 

④工事監督者の業務

が明文化されてお
り、責任の所在は
明確か。 

(1)工事監督が適正に実施さ

れるよう、監督者及びそ
の補助者の組織が整備さ
れているか。また、監督

業務の内容を定め、責任
の所在が明確にされてい
るか。 

○布設工事監督者が必要な
工事を理解しているか。 

 

(解説)布設工事の監督業務 
 ・適正な工程管理(工期が

守られているか) 

 ・日報等による現場状況
の把握 

 ・他企業との連携調整 

 
(2)工事に関する報告、記録

等が整備されているか。 

 
 
(3)水道の布設工事以外の水

道施設の工事について
も、監督者を置いて監督
業務を行っているか。 

 
(4)工事の施工を工事業者に

委託して行う場合は、工

事業者に対して十分な指
導監督を行い、かつ水道
事業者の責任区分を明確

にしているか。 
○請負業者に対して布設工

事監督者を文書で通知し

ているか。 

昭 44 環水第 9059 号

(局長通知)の 1の
(2) 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
昭 44 環水第 9059 号
(局長通知)の 1の

(2) 
 
昭 44 環水第 9059 号

(局長通知)の 1の
(1) 
 

 
昭 44 環水第 9059 号
(局長通知)の 1の

(2) 
建設業法第 19 条の 2
第 2項(現場代理人

の選任等に関する通
知) 

✖布設工事監督者及びそ

の補助者の体制が整備
されていない場合(補
助者については指摘対

象とはしない) 
 
✖布設工事監督者の業務

が定められていない場
合 

 

 
 
 

 
 
 

 
✖工事に関する報告、記

録等が整備されていな

い場合 
 
✖水道の布設工事以外の

水道施設の工事におい
て、監督者が置かれて
いない場合 

 
✖工事業者への指導監督

が不十分な場合 

 
✖水道事業者と委託工事

業者との責任区分が仕

様書、契約書等により
明確になっていない場
合 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
・建設業法第 19 条の 2第 2項 
注文者は、請負契約の履行に関

し工事現場に監督員を置く場合
においては、監督員を置く場合
においては、当該監督員の権限

に関する事項及び当該監督員の
行為についての請負人の注文者
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に対する意見の申出の方法を、
書面により請負人に通知しなけ
ればならない。 

⑤工事監督業務を委
嘱している場合は

責任区分は適正
か。 

 工事監督業務を第三者に
委嘱している場合は、責

任区分が明確となってい
るか。 

 設計の責任を明らかにす

るため当初の設計者に一
貫して監督業務まで行わ
せることが望ましい。 

法第 12条第 1 項 
県細則第 8条 

昭 37 環水第 6 号(課
長通知)の 1 

✖水道事業者と工事監督
業務を委嘱する第三者

との責任区分が明確と
なっていない場合 

 

【その他】 

⑥研修、講習等は行

っているか。 

 職員の技術向上と資格要

件を満たす技術者を養成
するための研修、講習等
を実施、又は参加してい

るか。 
 (日水協等が主催する研

修、講習等への参加を含

む) 

   

２．認可等 

【認可】 

①施設の認可内容と
整合はとれている

か。 

(1)事業認可内容と実際の施
設との整合はとれている

か。 
 
 

 
(2)事業認可内容と実際の施

設が異なる場合、その理

由は何か。 
 
(3)認可された各施設整備の

進捗状況はどのようにな
っているか。 

○工事着手、工事完了、給

水開始について、各々記
載した予定年月日から 1
年以上経過していない

か。 
 
(4)水道施設の一部を休止又

は廃止している場合が、
変更認可の対象となって
いないか。 

 
(解説)変更認可となりうる

事例 

・浄水場の休止又は廃止に
伴って、水源と浄水方法
の組合せが変わる場合。 

 
(5)分水の解消に取り組んで

いるか。 

法第 7 条 
法第 8 条 

施行規則第 2条 
施行規則第 6条 
施行規則第 7条 

 
 
 

 
 
法第 7 条 

法第 8 条 
法第 35条 
 

 
 
 

 
 
法第 7 条 

法第 8 条 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
「水道事業等の認可
等の手引き」(令和

元年 9 月版 厚生労
働省医薬・生活衛生
局水道課)1-6 

平 14 健水発第
0327001 号(課長通
知)の第 1の 3 

●認可内容と整合がとれ
ておらず、事業の変更

の認可が必要な場合 
(注)変更認可等について

協議中の場合は指摘の

必要なし 
 
 

 
 
●正当な理由がなくて、

法に規定した期間を過
ぎている場合 

 

 
 
 

 
 
●認可内容と整合がとれ

ておらず、事業の変更
の認可が必要な場合 

(注)変更認可等について

協議中の場合は指摘の
必要なし 

(注)法第 11 条に規定す

る水道事業の休止及び
廃止ではない 

 

 
✖分水の解消に計画的に

取り組んでいない場合 

・法第 7条(認可の申請) 
(1)給水区域、給水人口及び給水

量 
(2)水道施設の概要 
(3)給水開始の予定年月日 

(4)工事費の予定総額及びその予
定財源 

(5)給水人口及び給水量の算出根

拠 
(6)経営収支の概算 
(7)料金、給水装置工事の費用の

負担区分その他の供給条件 
(8)その他厚生労働省令で定める
事項 

 
・法第 8条(認可基準) 
(1)当該水道事業の開始が一般の

需要に適合すること。 
(2)当該水道事業の計画が確実か
つ合理的であること。 

(3)水道施設の工事の設計が第 5
条の規定による施設基準に適
合すること。 

(4)給水区域が他の水道事業の給
水区域と重複しないこと。 

(5)供給条件が第 14 条第 2項各

号に掲げる要件に適合するこ
と。 

(6)地方公共団体以外の者の申請

に係る水道事業にあっては、
当該事業を遂行するに足りる
経理的基礎があること。 

(7)その他当該水道事業の開始が
公益上必要であること。 

②認可を受けるべき
事業の変更を行っ

ていないか。 

(1)事業の変更の認可を受け
ているか。 

 変更認可の対象事項 
 ・給水区域の拡張 
 ・給水人口又は給水量の

増加 
 ・水源の種別、取水地

点、浄水方法の変更 

 ただし、水源の種別、取
水地点又は浄水方法の変
更であって、当該変更に

要する工事費の総額が 1
億円以下であるものにつ
いては、あらかじめ都道

府県知事に変更認可申請

法第 10条第 1 項､第
2項 

施行令第 14 条第 3
項 
施行規則第 8条 

県細則第 4条 
「水道事業等の認可
等の手引き」(令和

元年 9 月版 厚生労
働省医薬・生活衛生
局水道課)1-3 

 
 
 

 

●事業の変更の認可を受
けていない場合 

(注)変更認可について協
議中の場合は指摘の必
要なし 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

・施行令第 14 条第 3項(都道府
県の処理する事務) 

給水人口が 5万人を超える水道
事業(特定水源水道事業に限る)
又は 1 日最大給水量が 2万 5千

立方メートルを超える水道用水
供給事業の水源の種別、取水地
点又は浄水方法の変更であっ

て、当該変更に要する工事費の
総額が 1億円以下であるものに
係る法第 10 条第 1項又は第 31

条第 1 項の規定による厚生労働
大臣の権限に属する事務は、都
道府県知事が行うものとする。 
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が行われているか。 
 
(解説)井戸の掘替等も取水

地点の変更となる場合が
あるので、確認する。 

 

(2)変更認可を要しない変更
については、あらかじめ
届出書が提出されている

か。 
 変更認可を要しない場合 
 ①軽微な変更 

 ・水道施設(送水施設(内
径が 250mm 以下の送水管
及びその附属設備(ポンプ

を含む。)に限る。)並び
に配水施設を除く。)の整
備を伴わない変更のう

ち、給水区域の拡張又は
給水人口若しくは給水量
の増加に係る変更(施行規

則第 7条の 2各号に該当
する場合を除く。) 

 ②他の水道事業の全部を

譲り受けることに伴うも
の 

 
 
 

 
 
 

法第 10 条第 1 項､第
3項 
施行規則第 7条の 2 

施行規則第 8条の 2 
県細則第 5条 
平 14 健水発第

0327004 号(課長通
知)の 1 
平 15 健発第 1010004

号(局長通知)の第 3
の 1の(1) 

 
 
 

 
 
 

●事業の変更の届出がな
されていない場合 

(注)変更の届出について

協議中の場合は指摘の
必要なし 

・県細則第 4条(事業変更認可申
請書) 
法第 10条第 1項又は第 30条第

1項の規定により変更認可の申
請は、水道(水道用水供給)事業
変更認可申請書(第 3号様式)に

より行うものとする。 
 
・令元「水道事業等の認可等の

手引き」 
(1)給水区域の拡張 
水道事業者は、給水区域外の需

要者(専用水道、工場等を含
む。)に対して給水を行おうとす
るときは、当該需要者を給水区

域に含むよう、あらかじめ給水
区域の拡張について変更認可を
受けなければならない。 

(2)給水対象の増加 
水道用水供給事業者は、既存の
事業計画で給水対象とされてい

ない水道事業者に給水を行おう
とする場合は、変更認可を受け
なければならない。 

(3)給水人口の増加 
水道事業者は、実際の給水人口
が計画給水人口を上回るおそれ

がある場合には、あらかじめ給
水人口の増加について変更認可
を受けなければならない。 

 
・施行規則第 7条第 2項(事業の
変更の認可を要しない軽微な変

更) 
(略) 
1 水道施設(送水施設(内径が

250mm 以下の送水管及びその附
属設備(ポンプを含む)に限る)並
びに配水施設を除く)の整備を伴

わない変更のうち、給水区域の
拡張又は給水人口若しくは給水
量の増加に係る変更であって次

の各号のいずれにも該当しない
ものとする(ただし、水道施設の
整備を伴わない変更のうち、給

水人口のみが増加する場合にお
いては、ロの規定は適用しな
い。) 

(イ)変更後の給水区域が他の水
道事業の給水区域と重複するも
のであるとき。 

(ロ)変更後の給水人口と認可給
水人口(略)との差が当該認可給
水人口の十分の 1を超えるもの

であること。 
(ハ)変更後の給水量と認可給水
量(略)との差が当該認可給水量

の十分の 1を超えるものである
こと。 
2 現在の給水量が認可給水量を

超えない事業における水道施設
の整備を伴う変更のうち、他の
変更を伴わず、次に掲げるいず

れかの浄水施設を用いる浄水方
法への変更を行うものとする。
ただし、(ヌ)又は(ル)への変更

については、変更前の浄水方法
に当該浄水施設を用いるものを
追加する場合に限る。 

(イ)普通沈澱池 
(ロ)薬品沈澱池 
(ハ)高速凝集沈澱池 

(ニ)緩速濾過池 
(ホ)急速濾過池 
(ヘ)膜濾過池 
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(ト)エアレーション設備 
(チ)除鉄設備 
(リ)除マンガン設備 

(ヌ)粉末活性炭処理設備 
(ル)粒状活性炭処理設備 
3 河川の流水を水源とする取水

地点の変更のうち、給水区域の
拡張、給水人口若しくは給水量
の増加又は水源の種別若しくは

浄水方法の変更を伴わないもの
であつて、次に掲げる事由その
他の事由により、当該河川の現

在の取水地点から変更後の取水
地点までの区間(イ及びロにおい
て「特定区間」という。)におけ

る原水の水質が大きく変わるお
それがないもの。 
イ 特定区間に流入する河川が

ないとき。 
ロ 特定区間に汚染物質を排出
する施設がないとき。 

 
・県細則第 5条(事業変更届) 
法第 10条第 3項又は第 30条第

3項の規定による届出は、水道
(水道用水供給)事業変更届(第 4
号様式)により行うものとする。 

【各種届出】 

③各種届出は適正に

なされていたか。 
 
 ・記載事項変更届 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 ・給水開始前届 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 ・料金変更届 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 ・第三者委託届 

(1)記載事項変更届は適切に

届け出ているか。 
 記載事項に変更を生じた

ときは、速やかに。 

 ・申請者の住所及び氏名
(法人又は組合にあって
は、主たる事務所の所在

地及び名称並びに代表者
の氏名) 

 ・水道事務所の所在地 

 
 
 

 
 
 

(2)給水開始前届は適切に届
け出ているか。 

 配水施設以外の水道施設

又は配水池を新設し、増
設し、又は改造し、その
施設を使用して給水を開

始しようとするときは、
あらかじめ。 

 

 
 
(3)料金変更届は適切に届け

出ているか。 
 供給規定に定められた料

金を変更したときは、速

やかに。 
 
 

 
 
 

(4)第三者委託届は適切に届
け出ているか。 

 水道の管理に関する技術

上の業務を委託したとき
は、遅滞なく。また、委
託に係る契約が効力を失

ったときも、遅滞なく。 

法第 7 条第 2項 

法第 7 条第 3項 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

法第 13 条第 1 項 
県細則第 9条 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
法第 14 条第 5 項 

施行規則第 12 条の 6 
県細則第 10 条 
 

 
 
 

 
 
 

法第 24 条の 3 第 2
項 
施行規則第 17 条の 7 

県細則第 15 条 

✖未届けの場合でも、立

入時に直ちに提出する
旨の回答があった場合
は口頭にとどめる 

●ただし、その後提出さ
れない場合は文書指摘 

 

(解説)本来は文書指導す
べきであるが、代表者
は通常首長が指定され

ている場合が多く、未
届けにより事業の運営
に重大な支障が生じな

いと判断されるため、
口頭にとどめる。 

 

✖未届けであるが、立入
時に、給水開始前の水
質検査及び施設検査が

実施されていることが
確認でき、直ちに提出
する旨の回答があった

場合は口頭にとどめ
る。 

●ただし、その後提出さ

れない場合は文書指摘 
 
✖未届けの場合でも、立

入時に直ちに提出する
旨の回答があった場合
は口頭にとどめる。 

●ただし、その後提出さ
れない場合は文書指摘 

 

 
 
 

✖未届けの場合でも、立
入時に直ちに提出する
旨の回答があった場合

は口頭にとどめる。 
●ただし、その後提出さ

れない場合は文書指摘 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
・県細則第 10 条(料金変更) 

法第 14条第 5項の規定による届
出は、料金変更届(第 10 号様式)
により行うものとする。 

2 法第 14 条第 6項の規定により
認可を受けようとする水道事業
者は、供給条件変更認可申請書

(第 11 号様式)を知事に提出しな
ければならない。 
 

・県細則第 15 条(業務委託開始
等の届出) 
法第 24条の 3第 2項(法第 31 条

及び第 34条第 1項において準用
する場合を含む。)の規定による
業務を委託したときの届出は業

務委託開始届(第 17 号様式)によ
り、業務に係る契約が効力を失
ったときの届出は業務委託契約

失効届(第 18 号様式)により行う
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ものとする。 

【給水開始前検査】 

④給水開始前検査は
適正に実施されて
いるか。 

(1)給水開始前検査は、｢水
質基準に関する省令」及
び「水質基準に関する省

令の規定に基づき厚生労
働大臣が定める方法」並
びに「水道施設の技術的

基準を定める省令」に沿
って適切に実施されてい
るか。 

○全項目の水質検査を行っ
ているか。 

○水質検査の採水場所が、

水質基準に適合するかど
うかを判断することがで
きる場所となっている

か。 
○施設検査項目は適切か。 
 

 
 
(2)水質検査及び施設検査の

記録を作成し、検査を行
った日から 5年間保存さ
れているか。 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

(3)検査の結果は基準を満た
すものであったか。満た
していない場合は、適切

な措置がなされている
か。 

 

(4)給水開始前検査の水質試
験について、給水栓での
検査だけでなく、必要に

応じて、水源、配水池、
浄水池等における水質に
ついても検査を行ってい

るか。 
 
 

 
(5)給水前検査の実施に関

し、検査内容(水圧試験、

水質試験等を含む。)を明
定する等、検査に関する
規則が整備されている

か。 
 
 

(6)配水施設(配水池を除
く。)及び給水装置の新
設、増設、改造の場合に

おいても、給水開始前検
査に準じて必要な検査を
行っているか。 

法第 13条第 1 項 
施行規則第 10 条 
施行規則第 11 条 

法第 19条第 2 項 
平 15 厚労省令第 101
号(水質基準) 

平 15 厚労省告示第
261 号(検査方法) 
平成 15厚労省令告

示第 318 号(検査方
法) 
平 12 厚省令第 15 号

(施設基準) 
平 15 健水発第
1010001 号(課長通

知)の第 1の 2 
昭 44 環水第 9059 号
(局長通知)の 1の

(3) 
 
法第 13 条第 2 項 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

法第 13 条第 1 項 
 
 

 
 
 

平 15 健水発第
1010001 号(課長通
知)の第 1の 2 

 
 
 

 
 
 

 
昭 44 衛水第 9059 号
(局長通知)の 1の

(3) 
 
 

 
 
 

昭 44 衛水第 9059 号
(局長通知)の 1の
(3) 

●給水開始前の水質検査
及び施設検査が実施さ
れていない場合 

 
✖給水開始前の水質検査

及び施設検査が不十分

な場合 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
●給水開始前の水質検査

及び施設検査の記録を
作成していない場合 

 

●給水開始前の水質検査
及び施設検査の記録を
5 年間保存していない

場合 
 
✖検査記録の保存が不適

切(すぐに出てこない
等)な場合 

 

●検査の結果が基準を満
たしていないにも関わ
らず、適切な措置がな

されていない場合 
 
 

✖必要に応じて検査を行
っていない場合 

(注)2 つの配水池から 1

つの配水区域に給水し
ており、片方の配水池
で工事を行った場合

は、その配水池から採
水した水の水質検査が
必要 

 
✖検査に関する必要な規

定が整備されていない

場合 
 (ひな形がある場合で

も、規定として整備さ

れていない場合は口頭
指摘) 

 

✖配水施設(配水池を除
く。)及び給水装置の
新設、増設、改造の場

合において、給水開始
前検査に準じて必要な
検査を行っていない場

合 

 

３．水道施設管理 

①水道施設は施設基
準を満たしている
か。 

 ・紫外線照射槽は
必要な時間紫外線
が照射される構造

であるか。 
 ・紫外線を常時安

(1)水道の各施設は原水の質
及び量、地理的条件、当
該水道の形態等に応じ、

適切な要件を備えた施設
が配置されているか。ま
た、布設・維持管理上適

切な位置・配置になって
おり、かつ、給水の確実

法第 5 条第 1項、第
2項 
法第 19条第 2 項 

平 12 厚省令第 15 号
(施設基準) 
平 12 衛水第 20 号

(課長通知) 
平 16 健水発第

●施設基準を満たしてい
ない場合 

 

 
 
 

 
 

・法第 19条第 2項(水道技術管
理者) 
水道技術管理者は、以下の事項

に関する事業に従事し、及びこ
れらの事業に従事する他の職員
を監督しなければならない。 

1 水道施設が第 5条の規定によ
る施設基準に適合しているかど
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定して照射できる
措置をとっている
か。 

 ・紫外線強度の監
視設備が設けられ
ているか。 

 ・水の濁度及び水
量監視の設備が設
けられているか。

ただし、濁度が紫
外線処理に支障を
及ばさない場合は

この限りではな
い。 

 ・紫外線ランプの

破損防止の措置が
講じられている
か。 

 (平 19 健水発第
0330004 号) 

性が配慮されているか。  
 
 

 
 
 

(2)水道施設の構造及び材質
は、自重、積載荷重、水
圧、土圧、風圧、地震

力、積雪荷重、氷圧及び
温度応力等の荷重や外力
に対して、構造上安全

で、かつ、耐久性がある
か。 

 また、併せて漏水がな

く、かつ、外部からの汚
染や資材からの汚染のお
それのない構造、材質の

ものとなっているか。 
 
(3)水道施設は「水道施設の

技術的基準を定める省
令」(平成 12年 2 月 23 日
厚生省令第 15 号)を満た

しているか。 
 
 

 
 
 

 
 
(4)水に注入される薬品等に

より水に付加される物質
は「水道施設の技術的基
準を定める省令」(平成 12

年 2 月 23 日厚生省令第 15
号)を満たしているか。 

※法第 5条には薬品基準も

含まれるため。 
○消毒設備は、必要な時

間、水が消毒剤に接触す

る構造となっているか。 
○消毒剤の供給量を調整す

るための設備が設けられ

ているか。 
○原水に耐塩素性病原生物

(クリプトスポリジウム)

が混入するおそれがある
場合、これらを除去する
ことができる濾過等の設

備が設けられているか。 
○配水管路は、適正な水圧

が確保されているか。 

 給水に支障がある箇所は
ないか。 

○濾過設備の洗浄排水、沈

殿池等からの排水その他
浄水処理過程で生じる排
水を公共用水域に放流す

る場合にあっては、その
排水による生活環境保全
上の支障が生じないよう

に必要な設備が設けられ
ているか。 

0209001 号(課長通
知) 
平 19 健水発第

0330004 号(課長通
知)(施設基準) 
 

法第 5 条第 3項 
法第 19条第 2 項 
平 12 厚省令第 15 号

(施設基準) 
平 12 厚告示第 45 号
(材質試験) 

平 12 衛水第 20 号
(課長通知) 
平 16 健水発第

0209001 号(課長通
知) 
 

 
 
法第 5 条第 4項 

平 12 厚省令第 15 号
(施設基準) 
平 12 衛水第 20 号

(課長通知) 
平 16 健水発第
0209001 号(課長通

知) 
平 19 健水発第
0330004 号(課長通

知)(施設基準) 
 
法第 5 条第 4項 

平 12 厚省令第 15 号
(施設基準) 
平 12 衛水第 20 号

(課長通知) 
平 16 健水発第
0209001 号(課長通

知) 

 
 
 

 
 
 

●施設基準を満たしてい
ない場合 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
●施設基準を満たしてい

ない場合 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
●施設基準(薬品基準)を

満たしていない場合 
(注)水圧の基準を満たさ

なくても、給水に支障

がない場合は指摘とし
ない。 

うかの検査 
 
・平 19健水発第 0330004 号「水

道施設の技術的基準を定める省
令の一部改正について」 
1 紫外線照射槽は、紫外線処理

の効果を得るために必要な時
間、水が紫外線に照射される構
造であること。 

2 紫外線照射装置は、紫外線照
射槽内の紫外線強度の分布が所
要の効果を得るものとなるよう

に紫外線を照射する構造である
とともに、当該紫外線を常時安
定して照射するために必要な措

置が講じられていること。 
3 水に照射される紫外線の強度
の監視のための設備が設けられ

ていること。 
4 紫外線が照射される水の濁度
及び水量の監視のための設備が

設けられていること。ただし、
水の濁度の監視のための設備に
ついては、当該水の濁度が紫外

線処理に支障を及ぼさないこと
が明らかである場合は、この限
りではない。 

5 紫外線照射槽内に紫外線ラン
プを設ける場合にあっては、紫
外線ランプの破損を防止する措

置が講じられ、かつ、紫外線ラ
ンプの状態の監視の設備が設け
られていること。 

 
・平 12厚省令第 15 号「水道施
設の技術的基準を定める省令」 

1 一般事項 
(1)水道法第 4 条の規定による水
質基準に適合する必要量の浄水

を所要の水圧で連続して供給す
ることができること。 
(14)浄水又は浄水処理過程にお

ける水に凝集剤、凝集補助剤、
水素イオン濃度調整剤、粉末活
性炭その他の薬品又は消毒剤(薬

品等)を注入する場合にあって
は、当該薬品等の特性に応じ
て、必要量の薬品等を注入する

ことができる設備(薬品等注入設
備という)が設けられているとと
もに、(略) 

(15)薬品等注入設備を設ける場
合にあっては、予備設備が設け
られていること。ただし、薬品

等注入設備が停止しても給水に
支障がない場合は、この限りで
はない。 

5 浄水施設 
(5)消毒設備は、次に掲げる要件
を備えること。 

イ 消毒の効果を得るために必
要な時間、水が消毒剤に接触す
る構造であること。 

ロ 消毒剤の供給量を調節する
ための設備が設けられているこ
と。 

ハ 消毒剤の注入設備には、予
備設備が設けられていること。 
ニ 消毒剤を常時安定して供給

するために必要な措置が講じら
れていること。 
ホ 液化窒素を使用する場合に

あっては、液化塩素が漏水した
ときに当該液化塩素を中和する
ために必要な措置が講じられて
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いること。 
(8)原水に耐塩素性病原生物が混
入するおそれがある場合にあっ

ては、これらを除去することが
できるろ過等の設備が設けられ
ていること。ただし、次に掲げ

る要件を備えている場合は、こ
の限りではない。 
イ 地表水を原水としないこ

と。 
ロ 紫外線が照射される水の濁
度、色度その他の水質が紫外線

処理に支障がないものであるこ
と。 
ハ 原水中の耐塩素性病原生物

を不活化することができる紫外
線処理が設けられていること。 
(10)ろ過設備の洗浄排水、沈澱

池等からの排水その他の浄水処
理過程で生じる排水(浄水処理排
水という)を公共用水域に放流す

る場合にあっては、その排水に
よる生活環境保全上の支障が生
じないように必要な設備が設け

られていること。 
7 配水施設 
(8)配水管から給水管に分岐する

箇所での配水管の最小動水圧が
150 キロパスカルを下回らない
こと。ただし、給水に支障がな

い場合はこの限りでない。 
(9)消火栓の使用時においては、
前号にかかわらず、配水管内が

正圧に保たれていること。 
(10)配水管から給水管に分岐す
る箇所での配水管の最大動水圧

が 740 キロパスカルを超えない
こと。ただし、給水に支障がな
い場合はこの限りはない。 

(15)前各号に掲げるもののほ
か、必要量の浄水を一定以上の
圧力で連続して供給するのに必

要な設備を有すること。 

②定期的な水道施設

の検査が実施され
ているか。 

(1)定期的な施設の点検と維

持・修繕が行われている
か。 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
(2)点検した結果や、補修を

行った場合の内容を記録

し、保存されているか(コ

法第 19条第 2 項第 1

号 
法第 22条の 2 
施行規則第 17 条の 2 

「水道施設の点検を
含む維持・修繕の実
施に関するガイドラ

イン」(令和元年 9
月 厚生労働省医
薬・生活衛生局水道

課) 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
法第 22 条の 2 
施行規則第 17 条の 2 

「水道施設の点検を

●水道施設に対する、目

視等適切な方法による
点検の頻度を定めてい
ない、又は定めた頻度

等により適切な時期に
点検を行っていない場
合 

 
●コンクリート構造物の

点検頻度がおおむね 5

年に 1 回に満たない場
合 

 

●定めた点検頻度等によ
り、適切な時期に点検
を行っていない場合 

 
●点検により把握した異

状について、補修が必

要とされたにもかかわ
らず、必要な補修を行
っていない場合 

 
✖点検項目等が定められ

ていない場合 

 
✖点検記録(異状がある

場合)がない場合 

 
●点検の年月日、氏名及

び結果が記録されてい

ない場合 
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ンクリート構造物の場
合)。 

含む維持・修繕の実
施に関するガイドラ
イン」(令和元年 9

月 厚生労働省医
薬・生活衛生局水道
課) 

 
●記録が次回の点検を行

うまで保存されていな

い場合 
 
●コンクリート構造物の

補修を行った場合に、
その内容の記録を当該
施設を利用している期

間保存していない場合 

③浄水施設、送配水

施設などの運転手
引書は整備されて
いるか。 

 浄水施設、送配水施設な

どの運転手引書は整備さ
れているか。 

法第 19条第 2 項 

昭 55 環水第 3 号(課
長通知)の 3の(1) 

✖運転手引書が整備され

ていない場合 
 
✖運転手引書が不十分

(機器の取扱い説明書
のみ)であった場合 

 

④施設の管理状況の

記録は、適切にな
されているか。 

 法第 5条 

法第 19条第 2 項 

✖管理日誌、作業日誌等

が未整備の場合 

 

⑤施設図、配管図は
適切に整備・保管
しているか。 

 施設図、配管図等は常に
更新し、いつでも速やか
に利用可能な状態に整理

し、保管されているか 

昭 44 衛水第 9059 号
(局長通知)の 2の
(1) 

平 14 健水発第
1206001 号(課長通
知)の 1 

✖施設図、配管図等の更
新ができていない場合 

 

✖施設図、配管図等の保
管が不適切な場合 

 

⑥適切な取水量の管
理のもとで取水が
なされているか。 

(1)取水量は計画水量を超え
ていないか。 

 

 
 
 

 
 
 

 
(2)水源の許可書等は適切に

申請、管理、更新してい

るか。 
○各水源について水利権の

許可を得ているか。 

○慣行水利権の場合であっ
ても、現状で水利権を取
得する必要が生じていな

いか。 
○水利許可書に基づき取水

量の報告を行っている

か。 

河川法第 23 条(流水
の占用) 
「水道事業等の認可

等の手引き」(令和
元年 9 月版 厚生労
働省医薬・生活衛生

局水道課)2-4-4 

✖取水量が計画水量を超
えていた場合 

(注)水源が地下水等の場

合でも、取水量の超過
が地盤沈下の増大やク
リプトスポリジウムの

汚染拡大を引き起こす
恐れのある場合は口頭
指摘となる。 

 
✖認可条件である河川管

理者への取水量報告を

行っていない場合 
 
✖水源の許可書等の申

請・更新が適切に行わ
れていない場合 

 

⑦老朽管の把握をし

ているか。更新は
計画的に実施して
いるか。 

(1)老朽管の把握をしている

か。 
 ・老朽管、石綿セメント

管、CIP、塩ビ管(TS 継

手)、又はコンクリート管
の把握をしているか。特
に、鉄道等の軌道を横断

している配水管等の老朽
の状況を把握している
か。 

 
(2)老朽管の更新を積極的に

実施しているか。特に石

綿セメント管について、
計画的な更新に努めてい
るか。 

平 2衛水第 282 号

(課長通知)の 1の
(2) 
 

 
 
 

 
 
 

 
平 5 衛水第 174 号
(課長通知)の 2 

✖老朽管を把握していな

い場合 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
✖老朽管が多数残存して

いるにもかかわらず、

更新計画が策定されて
いない場合 

 

⑧鉛給水管の把握状
況及び更新計画は
あるか。 

 鉛給水管について、布設
替え、pH の調整などによ
る鉛低減化対策、利用者

に対する広報活動に努め
ているか。 

平元衛水第 177 号
(課長通知) 
平 13 衛水発第 57 号

(課長通知) 
平 15 健水発第
1010001 号(課長通

知)の第 4の 6 

✖鉛給水管の布設状況を
把握していない場合 

 

✖鉛給水管が残存してい
るにもかかわらず、布
設替え(更新計画を含

む。)、pH の調整など
による鉛低減化対策を
行っていない場合 

 
✖需要者に対する広報活

動を行っていない場合 
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⑨漏水防止対策は計
画的に実施してい
るか。 

 漏水防止対策についての
年次計画が策定されてい
るか。 

 有効率が 90%以上、できれ
ば 95%以上の目標値を設定
し、計画的に漏水防止に

努めているか。 
○石綿管等の老朽管、鉛給

水管等の布役替えを計画

的に行っているか。 

昭 51 衛水第 70 号
(課長通知)の 1の
(1)、(2) 

平 12 厚省令第 15 号
(技術的基準)1の
(8)、3 の(5) 

平 2 衛水第 282 号
(課長通知)の 1の
(1) 

✖有効率が低いにもかか
わらず、計画的な漏水
防止対策を行っていな

い場合 

・平 12厚省令第 15 号「水道施
設の技術的基準を定める省令」 
1 一般事項 

(8)漏水のおそれがないように必
要な水密性を有する構造である
こと。 

3 貯水施設 
(5)漏水を防止するために必要な
措置が講じられていること。 

⑩工業用水道管等と

の誤接合防止を図
っているか。 

 工業用水道管等が布設さ

れている地区における給
水管工事においては、誤
接合防止の措置をとって

いるか。 

昭 46 環水第 55 号

(課長通知) 
昭 44 衛水第 9059 号
(局長通知)の 1の

(3) 
平 14 健水第 1206001
号(課長通知)の別添 

✖誤接合の防止対策(工

事完了後給水栓におけ
る残留塩素の量を確
認、管埋設時の明示テ

ープの貼付等)を行っ
ていない場合 

・昭 46環水第 55 号「道路法施

行令及び道路法施行規則の一部
改正に伴う水道管の布設につい
て」 

1 名称等の明示 
(略)その名称、管理者、埋設の
年を明示すること。明示方法

は、(略) 
2 工事の実施方法 
工事の実施方法としては、請負

業者が工事を実施することにな
ると考えられるので、水道事業
者等の責任ある監督のもとに、

請負業者の工事が適切に行われ
るよう指導すること。特に地下
鉄工事その他の市街地で行われ

る大規模な工事については見廻
又は立会等を通じて、工事施工
中の監督を徹底して行うようさ

れたいこと。 
 
・平 14健水第 1206001 号「給水

装置工事における工業用水道管
等の誤接合の防止について」3 
工業用水道管等が布設されてい

る地区における給水装置工事の
設計及び施工にあたっては、埋
没管の誤認に特に注意を払うと

ともに、工事完了後給水栓にお
ける残留塩素の量を確認するな
ど、誤接合がないか確認するた

めの適切な措置を講じること。 

４．衛生管理 

【健康診断】 

①健康診断の実施状
況は適切か。 

(1)定期健康診断は、おおむ
ね 6箇月ごとに、病原体

がし尿に排せつされる感
染症の患者(病原体の保菌
者を含む。)の有無に関し

て実施されているか。 
 
(2)健康診断の実施項目は適

切か。 
 病原体検索は、赤痢菌、

腸チフス菌、パラチフス

菌を対象とし、必要に応
じてコレラ菌、赤痢アメ
ーバ、サルモネラ等につ

いて行うものとし、急性
灰自髄炎(小児麻痺)、流
行性肝炎、泉熟、感染性

下痢症及び各種下痢腸炎
にも注意する。 

 病原体検索は、主として

便について行い、必要に
応じて尿、血液、その他
について行う。 

 
(3)臨時の健康診断が必要と

なるような状況は生じて

いないか。生じていると
認められる場合には、健
康診断を行っているか。 

法第 21条第 1 項 
施行規則第 16 条第 1

項、第 4項 
 
 

 
 
平 15 健水発第

1010001 号(課長通
知)の第 1の 4 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
法第 21 条第 1 項 
施行規則第 16 条第 2

項 

●病原体検索のための定
期健康診断をおおむね

6 箇月ごとに行ってい
ない場合 

 

 
 
✖実施項目(検索病原体)

が不適切な場合 
(注)サルモネラ属菌検査

においては、一般的に

腸チフス菌・パラチフ
ス菌検査が含まれてい
る場合があるので、検

査項目について確認を
行い、検査項目につい
て認識がない場合は水

道技術管理者の責務に
おいて口頭指摘とな
る。 

 
 
 

 
●感染症が発生した場合

又は発生するおそれが

ある場合に、臨時の健
療診断を行っていない
場合 

 

②健康診断の受診者
は適正か。 

 健康診断の受診者は適切
か。 

法第 21条第 1 項 ●水道の浄水場等におい
て業務に従事している
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 水道の取水場、浄水場又
は配水池において業務に
従事している者及びこれ

らの施設の設置場所の構
内に居住している者全員
を対象に健康診断を実施

しているか｡  
○運転業務委託会社の社員

に対しても健康診断を実

施しているか。 
○健康診断実施日に休んで

いた職員の健康診断も、

後日行っているか。 
○業務には従事していない

が、頻繁に浄水場等に出

入りする者(職員、清掃業
者等)についても、健康診
断を行っているか。 

者全員を対象に健康診
断を行っていない場合 

 

●健康診断日に休んだ職
員の健康診断を、後日
においても実施してい

ない場合 
 
✖業務には従事していな

いが、頻繁に浄水場等
に出入りする者(職
員、清掃業者等)につ

いて、健康診断を行っ
ていない場合 

③過去 1年間の健康
診断記録が保存さ

れているか。 

 過去 1年間の健康診断に
関する記録は保存されて

いるか。 

法第 21条第 2 項 
施行規則第 16 条第 4

項 

●記録が 1年間保存され
ていない場合 

 

【衛生上の措置】 

④水道施設について
の汚染防止はなさ
れているか。 

 また、防護柵、施
錠、立入禁止表示
等の設置がなされ

ているか。 

(1)取水場、貯水池、導水き
ょ、浄水場、配水池及び
ポンプせいは、常に清潔

にし、水の汚染の防止が
充分になされているか。 

○定期的な点検清掃がなさ

れているか。 
 
(2)上記の施設には、かぎを

掛け、さくを設ける等み
だりに人畜が施設に立ち
入って水が汚染されるの

を防止するのに必要な措
置が講じられているか。
また、施設の構内におい

ては、便所、廃棄物集積
所及び汚水溜等の施設
は、汚水の漏れない構造

とし、排水は良好な状態
にしておくとともに、し
尿を用いた耕作及び園芸

並びに家畜及び家禽の放
し飼等がなされていない
か。 

法第 22条 
施行規則第 17 条第 1
項第 1 号 

平 15 健水発第
1010001 号(課長通
知)の第 1の 5 

 
 
施行規則第 17 条第 1

項第 2 号 
平 12 厚省令第 15 号
(技術的基準) 

平 15 健水発第
1010001 号(課長通
知)の第 1の 5 

●浄水場等において汚染
防止がなされていない
場合 

 
✖浄水場等において汚染

防止が不充分な場合 

 
 
●人畜が施設に立ち入る

のを防止する措置が行
われていない場合 

 

✖人畜が施設に立ち入る
のを防止する措置が不
充分な場合 

 

⑤給水栓における遊
離残留塩素濃度
は、基準値以下と

ならないよう管理
されているか。 

(1)給水栓における水が、遊
離残留塩素濃度
0.1mg/l(結合残留塩素の

場合は 0.4mg/l)以上を保
持するように適切に塩素
消毒が行われているか。 

○遊離残留塩素の値が高
く、消毒副生物が検出さ
れていることはないか。 

○現在は、管末で遊離残留
塩素が 0.1mg/l を保持し
ているが、将来下回るお

それはないか。 
○地理的に残留塩素濃度の

保持が難しいところにつ

いて、対策の検討がなさ
れているか。 

 

 
 
 

 
 
(2)供給する水が病原生物に

著しく汚染されるおそれ
がある場合又は病原生物
に汚染されたことを疑わ

せるような生物若しくは
物質を多量に含むおそれ

法第 22条 
施行規則第 17 条第 1
項第 3 号 

平 8衛水第 230 号
(課長通知)の 1 
平 15 厚労省告示第

318 号(検査方法) 
平 15 衛水発第
100001 号(課長通知)

第 1の 5 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
施行規則第 17 条第 1

項第 3 号 
平 15 健水発第
1010001 号の第 1の

5の(6) 

●遊離残留塩素濃度が
0.1mg/l(結合残留塩素
の場合は 0.4mg/l)を

下回っている給水栓が
ある場合 

 

✖遊離残留塩素濃度が
0.1mg/l(結合残留塩素
の場合は 0.4mg/l)

を、年数回下回ってい
る給水栓がある場合 

 

✖塩素消毒の管理が不十
分な場合 

 

(解説)平成 16 年度から
遊離残留塩素及び結合
残留塩素の検査方法

(毎日実施する消毒の
残留効果に関する検査
は除く)について、公

定化を図ったため。 
 
●供給する水が病原生物

に著しく汚染されるお
それがある場合等に、
給水栓における水の遊

離残留塩素濃度が
0.2mg/l(結合残留塩素
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がある場合には、給水栓
における水の遊離残留塩
素濃度 0.2mg/l(結合残留

塩素の場合は 1.5mg/l)以
上を保持するように適切
に塩素消毒が行われてい

るか。 
 汚染されるおそれがある

場合等 

 ・水源付近、給水区域及
びその周辺等において消
化器系感染症が流行して

いるとき。 
 ・全区域にわたるような

広範囲の断水後給水を再

開するとき。 
 ・洪水等で水質が著しく

悪化したとき。 

 ・浄水過程に異常があっ
たとき。 

 ・配水管の大規模な工事

その他水道施設が著しく
汚染されたおそれのある
とき。 

 ・その他特に必要がある
と認められるとき。 

の場合は 1.5mg/l)を
下回っている給水栓が
ある場合 

⑥消毒が連続的に適
正な場所で行われ
ているか。 

(1)消毒が中断しないように
確認を行っているか。 

 また、消毒設備は消毒が

中断しないよう常に整備
しているか。 

 予備の設備はあるか。 

 
 
 

 
(2)消毒剤の注入は、量水せ

い又は配水池等におい

て、消毒剤が十分水に混
合するように行われてい
るか。 

平 12 厚省令第 15 号
(施設基準) 
平 15 健水発第

1010001 号(課長通
知)の第 1の 5 の(4) 
 

 
 
 

 
平 15 健水発第
1010001 号の第 1の

5の(5) 

✖消毒剤の注入状況を確
認していない場合 

(注)残留塩素等に問題の

ない場合、ただし、問
題が生じている場合
は、施設基準違反(省

令第 5 条第 1項第 5号
ニ)として文書指摘と
する。 

 
✖消毒剤の注入場所が、

不適切な場合 

(注)施設の構造的なもの
については、施設基準
違反(省令第 5条第 1

項第 5 号イ)として文
書で指摘する。 

 

５．水質検査 

①定期の水質検査は
法定の回数行って

いるか。また、検
査項目は適正か。 

(1)定期の水質検査の回数は
法定の回数(毎日・毎月・

3 月に 1回以上)実施され
ているか。また、検査項
目は適切か。 

○毎日検査を、土日にも行
っているか。 

○消毒の残留効果に関する

検査だけでなく、色及び
濁りの検査も行っている
か。 

○検査項目別に規定されて
いる回数(毎月 1 回以上・
3 月に 1回以上)の検査を

行っているか。 
 
 

 
 
 

(2)検査回数を減らしている
検査項目がある場合、減
じることができる要件を

満たしているか。また、
その検査頻度は適切か。 

 

 
 
 

 
 

法第 19 条第 2 項 
法第 20条第 1 項 

施行規則第 15 条第 1
項 
県細則第 12 条 

平 15 厚労省令第 101
号(水質基準) 
平 15 厚労省告示第

261 号(検査方法) 
平 15 厚労省告示第
318 号(残塩検査方

法） 
平 7衛水第 183 号
(課長通知)1(1) 

平 15 健発第 1010004
号(局長通知) 
平 15 健水発第

1010001 号(課長通
知)の第 1の 3 
 

施行規則第 15 条第 1
項第 3 号 
平 15 健水発第

1010001 号(課長通
知)の第 1の 3 の
(9） 

 
 
 

 
 

●定期の水質検査を法定
の回数行っていない場

合 
 
✖毎日検査を毎日行うこ

ととしているが、一部
の検査地点において未
実施日が数日あった場

合 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

●検査回数を減じること
ができる要件を満たし
ていない場合 

 
✖水源に水又は汚染物質

を排出する施設の設置

状況の把握が不十分で
あるにもかかわらず、
原水の水質が大きく変

わるおそれが少ないと
判断している場合 

・県細則第 12 条(水質検査結果
書等の提出) 

水道事業者又は水道用水供給事
業者は、法第 20 条第 1項(法第
31 条において準用する場合を含

む。)の規定により水質検査(省
令第 15条第 1項第 1号イの検査
を除く。以下「水質検査」とい

う。)を行ったときは、速やかに
当該水質検査の結果を記載した
書類(以下「水質検査結果書」と

いう。)を当該事業者の主たる事
務所(以下「水道事務所」とい
う。)の所在地を管轄する保健所

長(当該水道事務所の所在地が横
浜市、川崎市、横須賀市、藤沢
市又は相模原市の区域にある場

合は、知事)に提出しなければな
らない。 
2 専用水道の設置者は、法第

34 条第 1項において準用する法
第 20条第 1項の規定により水質
検査を行ったときは、速やかに

水質検査結果報告書を当該専用
水道の設置場所を管轄する保健
所長に提出しなければならな

い。 
3 第 1項の規定により水質検査
結果書の提出を受けた保健所長

は、毎月取りまとめの上水質検
査月報(第 14 号様式)を作成し、
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(3)検査項目の省略を行って
いる場合、省略すること
ができる要件を満たして

いるか。また、省略を行
った場合であっても、概
ね 3年に 1回は省略項目

についても水質検査を行
っているか。  

 

 
 
 

 
 
 

 
(4)すべての水源の原水につ

いて、水質が最も悪化し

ていると考えられる時期
を含んで少なくとも毎年 1
回は定期的に全項目検査

(消毒副生成物及び味を除
く。)を実施しているか。
また、必要に応じて水質

管理目標設定項目等につ
いても検査を実施してい
るか。 

施行規則第 15 条第 1
項第 4 号 
平 15 健水発第

1010001 号(課長通
知)の第 1の 3 の
(5)、(9) 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
平 5 衛水第 187 号
(課長通知)2 

平 15 健水発第
1010001 号(課長通
知)の第 4の 2 

●検査項目を省略するこ
とができる要件を満た
していない場合 

 
✖原水並びに水源及びそ

の周辺の状況等の把握

が不十分であるにもか
かわらず検査が必要な
いとしている場合 

 
✖省略項目について、合

理的な理由がある場合

を除き、概ね 3年に 1
回の水質検査が行われ
ていない場合 

 
✖全部または一部の水源

の原水について、合理

的な理由がある場合を
除き、年 1回の全項目
検査が行われていない

場合 

翌月の末日までに知事に提出し
なければならない。 

②採水地点は適正
か。 

(1)採水場所は、給水栓を原
則とし、当該水道により

供給される水が水質基準
に適合するかどうかを判
断することができる場所

を選定しているか。ま
た、配水系統ごとに選定
しているか。 

 なお、特定の検査項目に
ついて、浄水施設の出口
等を採水場所としている

場合には、適切に選定さ
れているか。 

○給水栓以外を採水場所と

していないか。(但し、一
定の場合は可) 

○毎日検査の採水地点は、

浄水場出口だけでなく、
配水管の末端でも行われ
ているか。 

○浄水場系統が異なる場合
には、各浄水場系統ごと
に選定しているか。 

 
(2)採水か所数は、水源の種

別、浄水施設及び配水施

設ごとに合理的な数とな
っているか。また、配水
管の末端等水が停滞しや

すい場所も選定している
か。 

法第 19条第 2 項 
施行規則第 15 条第 1

項第 2 号 
平 15 健水発第
1010001 号(課長通

知)の第 1の 3 の(1) 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
平 15 健水発第
1010001 号の第 1の

3の(3) 

●採水場所が水質基準に
適合するかどうかを判

断することができる場
所となっていない場合 

(注)特に、浄水場・配水

池でしか行っていない
場合が多く、文書指導
の対象となる。 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
✖給水栓で採水している

が、採水場所に配水区

域の末端が 1か所も含
まれていない場合 

 

✖採水か所数が水源の種
別、浄水施設及び配水
施設ごとに合理的な数

となっていない場合 

 

③水質管理目標設定
項目について水質

検査を行っている
か。 

 水質管理目標設定項目に
ついて、水源の種別や使

用する機材、薬品の観点
から着目して項目を設定
し、水質検査を実施して

いるか。また、公表する
計画はあるか。 

平 15 健水発第
1010001 号(課長通

知)の第 3 
平 15 健発第 1010004
号(局長通知)の第 4 

平 17 健水発第
1101001 号(課長通
知) 

✖水質検査計画に水質管
理上留意すべき項目を

設定しておらず、検査
の実施も行っていない
場合 

・平 17健水発第 1101001 号
「｢水質基準に関する省令の制定

及び水道法施行規則の一部改正
等並びに水道水質管理における
留意事項について」の一部改正

について」 
(略)水質管理目標設定項目につ
いては、「水質基準に関する省令

の制定及び水道法施行規則の一
部改正等並びに水道水質管理に
おける留意事項について」(平

15 年 10 月 10 日付け健水発第
1010001 号。以下「課長通知」
という。）において、標準的な検

査方法及び測定精度を示してい
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るところである。今般、水道水
質検査方法に関する新たな知見
等を踏まえ、一部項目について

検査方法等を変更することと
し、課長通知の別添 4の全部を
本通知の別添のとおり改正した

ので通知する。(略) 

④水質検査の委託先

の選定方法は適切
か。 

(1)水質検査を適切な機関に

委託しているか。 
 
(解説)適切な機関 

 ・地方公共団体の機関 
 ・厚生労働大臣の登録を

受けた者 

 
(2)書面による直接契約が行

われているか。 

○水道の管理に関する技術
上の全部を委託している
場合は、委託先の水道管

理業務受託者と水質検査
機関が書面による直接契
約を行う。 

 
(3)委託契約書の記載事項は

適切か。 

 
(4)委託契約書は契約終了日

から 5年間保存されてい

るか。 
 
(5)委託料が受託業務を遂行

するに足りる額である
か。 

 

 
(6)委託先は試料の採取・運

搬を速やかに行うことが

できる水質検査機関であ
るか。 

 

(7)水質検査に実施状況を書
類又は調査などにより確
認しているか。 

法第 20条第 3 項 

 
 
 

 
 
 

 
施行規則第 15 条第 8
項 

平 23 健水発 1003 第
2 号(課長通知)の第
2の 2 

●委託先機関が、地方公

共団体の機関又は厚生
労働大臣の登録を受け
た者でない場合 

 
 
 

 
●書面による直接契約が

行われていない場合 

 
 
 

 
 
 

 
●委託契約書の記載事項

が適切でない場合 

 
●委託契約書が５年間保

存されていない場合 

 
 
●適切な水質検査の実施

が困難になるほどの低
廉な価格で業務が委託
されている場合 

 
●速やかな検査の実施が

困難である場合 

 
 
 

●水質検査の実施状況を
確認していない場合 

 

⑤水質検査結果は水
質基準を満たして
いるか。 

(1)水質検査結果は、水質基
準(水質基準に関する省
令)を満たしているか。 

 
 
(2)水質基準を超えた値が検

出された場合は、直ちに
原因究明を行い必要な措
置を講じているか。 

○毎日検査を委託している
場合にあっては、異常が
認められた際、速やかに

報告を受けられる体制に
なっているか。 

 

(3)異常が認められた場合
に、確認のため直ちに再
検査を行っているか。 

法第 4 条 
法 20 条第 1項 
平 15 厚労省令第 101

号(水質基準) 
 
平 15 健水発第

1010001 号(課長通
知)の第 2 
 

 
 
 

 
 
 

平 7 衛生水第 183 号
(課長通知)1の(2) 
平 15 健水発第

1010001 号(課長通
知)の第 2 

●基準値超過が継続して
いる場合 

 

 
 
●基準値を超えた値が検

出されているにもかか
わらず、その原因究明
を行わず、必要な措置

を講じていない場合 
 
✖水質異常時の対応が不

適切な場合 
 
 

●確認の再検査を行って
いない場合 

 

⑥臨時の水質検査は
昨年度行ったか。 

(1)臨時の水質検査が必要と
なるような状況は生じて
いないか。生じていると

認められる場合、水質検
査を行っているか。 

 臨時の水質検査が必要な

場合 
 ・水源の水質が著しく悪

化したとき。 

 ・水源に異常があったと
き。 

法第 20条第 1 項 
施行規則第 15 条第 2
項、第 3項 

県細則第 12 条 
平 15 厚告示第 261
号 

平 15 健水発第
1010001 号(課長通
知)の第 1の 3 の(7) 

平 17 健水発第
0525001 号(課長通

●臨時の水質検査が必要
となるような状況が生
じているにもかかわら

ず水質検査を行ってい
ない場合 

 

 
 
 

 
 

・県細則第 12 条(水質検査結果
書等の提出) 
水道事業者又は水道用水供給事

業者は、法第 20 条第 1項(法第
31 条において準用する場合を含
む。)の規定により水質検査(省

令第 15条第 1項第 1号イの検査
を除く。以下「水質検査」とい
う。)を行ったときは、速やかに

当該水質検査の結果を記載した
書類(以下「水質検査結果書」と
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 ・水源付近、給水区域及
びその周辺等において消
化器系感染症が流行して

いるとき。 
 ・浄水過程に異常があっ

たとき。 

 ・配水管の大規模な工事
その他水道施設が著しく
汚染されたおそれがある

とき。 
 ・その他特に必要がある

と認められるとき。 

 
(2)臨時の水質検査結果にお

いて異常が認められた場

合、どのような対応をと
っているか。 

知) 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
法第 20 条第 1 項 
県細則第 12 条 

平 15 健水発第
1010001 号(課長通
知)の第 2の 1 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
●異常が認められたにも

関わらず、必要な措置

をとっていない場合 

いう。)を当該事業者の主たる事
務所(以下「水道事務所」とい
う。)の所在地を管轄する保健所

長(当該水道事務所の所在地が横
浜市、川崎市、横須賀市、藤沢
市又は相模原市の区域にある場

合は、知事)に提出しなければな
らない。 
2 専用水道の設置者は、法第

34 条第 1項において準用する法
第 20条第 1項の規定により水質
検査を行ったときは、速やかに

水質検査結果報告書を当該専用
水道の設置場所を管轄する保健
所長に提出しなければならな

い。 
3 第 1項の規定により水質検査
結果書の提出を受けた保健所長

は、毎月取りまとめの上水質検
査月報(第 14 号様式)を作成し、
翌月の末日までに知事に提出し

なければならない。 

⑦水質検査計画は策

定されているか。 

(1)毎事業年度の開始前に水

質検査計画を策定してい
るか。 

 

(2)策定されている場合、そ
の内容は適切か。 

 水質検査計画に記載しな

ければならない事項 
 ・原水から給水栓に至る

までの水質の状況、汚染

の要因や水質管理上優先
すベき対象項目等の水質
管理上の留意すべき事項 

 ・定期の水質検査の検査
項目、採水場所、検査回
数及びその理由 

 ・定期の水質検査を省略
する検査項目及びその理
由 

 ・臨時の水質検査を行う
ための要件、水質検査を
行う項目等 

 ・水質検査を委託する場
合における当該委託の内
容 

 ・水質検査結果の評価に
関する事項、水質検査計
画の見直しに関する事

項、水質検査の精度及び
信頼性保証に関する事
項、関係者との連携に関

する事項等 
 
(3)水質管理目標設定項目及

び原水に係る水質検査項
目のうち、必要な項目が
水質検査項目に位置付け

られているか。 

施行規則第 15 条第 6

項、第 7項 
 
 

平 15 健水発第
1010001 号(課長通
知)の第 1の 3 の

(8） 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
平 15 健水発第

1010001 号(課長通
知)の第 1の 3 の(8)
のニ 

●水質検査計画が毎事業

年度の開始前に策定さ
れていない場合 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
✖水質検査計画に位置付

けられていない場合 

 

⑧水質検査の精度管
理及び信頼性の保

証が確保されてい
るか。 

(1)自己検査を行っている場
合、水質検査の精度管理

を行っているか。 
 
(2)正確な検査結果を得るた

めの体制の構築に努めて
いるか。 

○信頼性保証部門と水質検

査部門に各責任者を配置
した組織体制の整備を行
っているか。 

○標準作業書の作成等を行
っているか。 

 

 

平 15 健水発第
1010001 号(課長通

知)の第 4の 5 
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(解説)信頼性保証部門 
・水質検査の業務の管理及

び精度の確保を行う部門 

 
(3)水質検査を委託している

場合は、精度管理の結果

について確認している
か。 

 
 
 

 
平 15 健水発第
1010001 号(課長通

知)第 4の 5 

⑨過去 5年間の水質
検査記録が保存さ
れているか。 

(1)水質検査の記録を適正に
作成しているか。 

○毎日検査の際、色、濁り

について、異常がなくて
も記入しているか。 

 

(2)過去 5年間の水質検査に
関する記録は保存されて
いるか。 

法第 20条第 2 項 
県細則第 13 条 
 

 
 
 

法第 20 条第 2 項 
県細則第 13 条 

●水質検査の記録が作成
されていない場合 

 

✖水質検査の記録が不適
切な場合 

 

●過去 5年間の記録が保
存されていない場合 

・県細則第 13 条(記録作成の様
式) 
法第 20条第 2項(法第 31 条及び

第 34条第 1項において準用する
場合を含む。)の規定による記録
は、第 15号様式に準じて作成す

るものとする。 

６．水質管理 

①水源周辺及び上流

域の汚染源の把握
はされているか。 

(1)水源付近及びその後背地

域において汚染源及び汚
染源となるおそれのある
工場、事業場等の立地状

況等について把握されて
いるか。 

 

(解説)おそれのある工場等 
・水濁法特定施設 
・PRTR 法届出施設 

・産廃処分場 
・下水処理施設 
・畜舎 

 
(2)水源が汚染されるおそれ

のある水道事業者等にお

いては、水源の監視を強
化し、また必要に応じ、
水道原水による魚類の飼

育、自動水質監視機器等
により、毒劇物等による
汚染の早期発見の措置が

なされているか。なお、
必要に応じ、各水系ごと
に関係水道事業者等及び

関係行政機関の間の相互
連絡通報体制を整えてい
るか。 

○バイオアッセイ・自動水
質監視機器等による水質
管理を行っているか。ま

た常時監視できる体制と
なっているか。 

平 15 健水発第

1010001 号(課長通
知)の第 4の 3 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
平 14 健水発第
0327001 号(課長通

知)第 4の 2 
平 15 健水発第
1010001 号(課長通

知)の第 4の 4 
平 15.12.15 事務連
絡「国内でのテロ事

件発生に係る対応に
ついて｣ 

●水源周辺及び上流域の

汚染源が把握されてい
ない場合 

 

✖汚染源及び汚染源とな
るおそれのある工場、
事業場等について把握

している内容が不適切
な場合 

 

 
 
 

 
✖水源が汚染されるおそ

れがあるにもかかわら

ず、バイオアッセイ等
による水質管理を行っ
ていない場合 

 
✖バイオアッセイはある

が常時監視できない

等、早期発見の措置が
不適切な場合 

 

【クリプトスポリジウム対策】 

②水道原水に係るク
リプトスポリジウ

ム等による汚染の
おそれを判断して
いるか。 

 リスクレベルの判断をし
ているか。 

平 19 健水発第
0330005 号(課長通

知)水道水中のクリ
プトスポリジウム等
対策の実施につい

て」 

✖リスクレベルを判断し
ていない場合又は適切

に判断されていない場
合 

 

●指摘しても改善され
ず、ろ過施設の整備の
必要性が判断できない

場合 

 

③予防対策がされて
いるか。 

(1)リスクレベルに応じた原
水等の検査を実施してい

るか。 
○レベル 4及びレベル 3 
 適切な頻度で原水のクリ

プトスポリジウム等及び
指標菌の検査を行ってい
るか。 

 ろ過施設等整備中の場合
は、原水のクリプトスポ
リジウム等を 3月に 1回

以上、指標菌を月 1 回以
上、検査を行っている
か。 

平 19 健水発第
0330005 号(課長通

知)水道水中のクリ
プトスポリジウム等
対策の実施につい

て」 
 
 

 
 
 

 
 
 

✖リスクレベルに応じた
原水等の検査を行って

いない場合 
 
●指摘しても改善され

ず、ろ過施設の整備の
必要性が判断できない
場合 

 
 3 月に 1回以上、原水

の指標菌の検査を実施

している場合は指導し
ない。 

 

・平 19健水発第 0330005 号「水
道水中のクリプトスポリジウム

等対策の実施について」 
対策指針 
3 予防対策 

水道事業者等は、水道原水に係
るクリプトスポリジウム等によ
る汚染のおそれの程度に応じ、

次の対応措置を講ずること。 
(ア)ろ過 
①ろ過設備であって、ろ過池等

の出口の濁度を 0.1 度以下に維
持することが可能なものを整備
することにより対応する場合
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○レベル 2 
 3 月に 1回以上、原水の指

標菌の検査を行っている

か。 
○レベル 1 
 年 1 回、原水の水質検査

を行い、大腸菌、トリク
ロロエチレン等の検査結
果から被圧地下水以外の

水の混入の有無を確認し
ているか。 

 3 年に 1回、井戸内部の撮

影等により、点検を行っ
ているか。 

○レベル 4及びレベル 3の

場合、浄水を毎日 1回 20
リットル採水し、ポリタ
ンクに注入した水又は採

水した水から得られるサ
ンプルを 14 日間保存して
いるか。 

 
(2)レベル 4の施設では、ろ

過施設の整備又はろ過施

設及び紫外線処理設備の
整備、レベル 3の施設で
は、ろ過施設の整備又は

紫外線処理設備の整備を
行っているか。若しくは
水源変更の措置を講じて

いるか。 
○ろ過池等の出口の濁度を

0.1 度以下に維持している

か。 
○急速ろ過法の場合は、凝

集剤を用いているか。 

○凝集剤の注入量、ろ過池
等の出口濁度等、記録を
残しているか。 

○紫外線処理の場合、照射
量の確認、原水濁度２度
を超えた場合の取水停

止、維持管理を行ってい
るか。 

○施設整備中の場合、原水

の濁度を常時計測し、通
常よりも高くなった場
合、取水を停止している

か。 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
平 12 厚省令第 15 号
(施設基準) 

平 19 健水発第
0330005 号(課長通
知)対策指針 3 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
●レベル 4の施設である

が､ろ過(急速ろ過(凝

集・沈でん含む)、緩
速ろ過、膜ろ過又はろ
過及び紫外線)による

浄水処理を行っていな
い場合、レベル 3 の施
設であるが、ろ過又は

紫外線による浄水処理
を行っていない場合若
しくは水源変更を行っ

ていない場合 
(注)施設基準違反で指摘

する｡ 

 ただし、ろ過施設等を
整備中の場合は指摘し
ない。 

 
✖適切に管理されていな

い場合 

は、ろ過池等の出口の濁度を常
に 0.1 度以下に維持すること。 
②ろ過設備及びろ過後の水を処

理するための紫外線処理設備を
整備することにより対応する場
合は、ろ過池等の出口の濁度を

可能な限り低減させること。 
③ろ過池等の出口の濁度を常時
把握すること。 

④ろ過方式ごとに適切な浄水管
理を行うこと。特に急速ろ過法
を用いる場合にあっては、原水

が低濁度であっても、必ず凝集
剤を用いて処理を行うこと。 
⑤凝集剤の注入量、ろ過池等の

出口濁度等、浄水施設の運転管
理に関する記録を残すこと。 
○共通の留意事項 

・ろ過池等の出口の濁度は各ろ
過池等ごとに測定することとす
るが、不可能な場合の他、各ろ

過池等の出口の濁度を把握する
合理的な監視方法がある場合に
は、各処理系統ごとに測定する

こととし、いずれの場合も測定
記録を残すこと。 
(イ)紫外線処理 

①紫外線強度計により常時紫外
線強度を監視し、十分に紫外線
が照射されていることを確認す

ること。 
②紫外線処理の対象となる水が
以下の水質を満たさなくなった

場合は通水を停止すること。 
・濁度 2度以下であること 
・色度 5度以下であること 

・紫外線(253.7nm 付近)の透過
率が 75%を超えること(紫外線吸
光度が 0.125abs./10 ㎜未満であ

ること) 
③常に設計性能が得られるよう
に維持管理(運転状態の点検、保

守部品の交換、センサー類の校
正)を適切な頻度と方法で実施
し、記録すること。 

④クリプトスポリジ

ウム症等が発生し
た場合の対応は整
備されているか。 

 給水区域においてクリプ

トスポリジウム症等が発
生した場合の応急対応が
整備されているか。 

平 19 健水発第

0330005 号(課長通
知)水道水中のクリ
プトスポリジウム等

対策の実施につい
て」 

✖クリプトスポリジウム

症等が発生した場合の
対応マニュアル等が整
備されていない場合 

 
✖クリプトスポリジウム

症等が発生した場合の

対応について、不適切
な場合 

(注)全量受水の場合に

も、対応について整備
する必要がある。 

 

７．危機管理対策 

①危機管理マニュア
ル類の整備はされ

ているか。 

 危機管理マニュアル(水質
事故対策、テロ対策、震

災対策、停電時対策、渇
水対策等)は整備されてい
るか。 

法第 19条第 2 項第 8
号 

法第 23条第 1 項 
県細則第 14 条 
昭 49 環計第 36 号

(部長通知)「渇水対
策について」 
昭 55 環水第 3 号(課

長通知)「水道事業
における地震対策に
ついて」 

昭 59 衛水第 46 号
(課長通知) 

✖危機管理マニュアルが
未整備の場合 

 
✖危機管理マニュアルが

不適切な場合 

・県細則第 14 条(給水の緊急停
止報告) 

水道事業者、水道用水供給事業
者又は専用水道若しくは簡易専
用水道の設置者は、法第 23 条第

1項(法第 31 条及び第 34 条第 1
項において準用する場合を含
む。)又は省令第 55 条第 4号の

規定により給水の緊急停止を行
ったときは、給水緊急停止報告
書(第 16 号様式)により直ちに知

事(専用水道又は簡易専用水道に
あっては当該設置場所を管轄す

②連絡体制の整備状
況は万全か。 

 水質事故、地震災害時等
緊急時における当該事業
者内での連絡・対応体制

の整備、地域住民、関係
水道事業者及び関係行政
機関への連絡・対応体制

は整えられているか。 
 また、直ちに適切な対策

✖緊急時の連絡体制が整
備されていない場合 

 

✖内部又は関係機関等外
部との連絡体制が不適
切な場合 

 
✖内部、外部の関係者
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が講じられるよう平時よ
り関係者に周知している
か。 

○県生活衛生課への連絡先 
 ・電話 045－210－4955 
 ・FＡX 045－210－8864 

昭 61 環水第 116 号
(課長通知)「停電時
における連絡体制の

整備及び停電に配慮
した水道施設整備の
推進等について」 

平 6衛水第 213 号
(課長通知) 
平 13 健水発第 87 号

(課長通知) 
平 15 健水発第
1010001 号(課長通

知)の第 4の 4 
平 15.12.15 事務連
絡「国内でのテロ事

件発生に係る対応に
ついて」 
平 16 健水発第

0226002 号(課長通
知) 
平 19.6.19 事務連絡 

に、連絡体制を周知し
ていない場合 

 

✖県生活衛生課・保健福
祉事務所への連絡先が
緊急時の連絡体制図等

に明記されていない場
合 

る保健所長)に報告しなければな
らない。 
 

・平 19.6.19 事務連絡「水道施
設への被害情報及び水質事故等
に関する情報の提供について」 

水道施設への被害情報及び水質
事故に関する情報の提供につい
ては以下のとおりお願いいたし

ます。 
1 自然災害による断水等水道施
設への被害が確認された場合 

2 渇水による断減水が発生した
場合 
3 事故その他の原因による断減

水が発生した場合 
4 健康に影響を及ぼす(おそれ
のある)水質事故の発生が確認さ

れた場合 
5 断減水発生事態以外で連絡を
お願いした事項 

(1)水道に対するテロが発生した
場合 
(2)水道における情報システム障

害(サイバー攻撃)が発生した場
合 

③給水停止等の指揮
命令系統は明確で
あるか。 

(1)給水の緊急停止措置の指
揮命令系統は、明確にな
っているか。 

 
 
 

 
 
 

(2)給水の緊急停止を行った
場合、関係者に周知させ
る措置が整えられている

か。(過去 5年以内で、緊
急停止の実績はあるか。
また、その理由は何か。) 

✖緊急停止措置の指揮命
令系統が明確になって
いない場合 

 
✖緊急停止措置の指揮命

令系統に水道技術管理

者の位置付け又は関与
がない場合 

 

✖給水の緊急停止を関係
者に周知させる措置が
整えられていない場合 

④応急復旧体制、応
急給水体制は確立
されているか。 

 応急復旧体制、応急給水
体制は確立されている
か。 

✖応急復旧体制、応急給
水体制が確立されてい
ない場合 

 
✖応急復旧体制、応急給

水体制が不十分な場合 

⑤給水車、給水タン
ク等の整備状況は

万全か。 

 給水車、給水タンク等の
確保はなされているか。 

✖給水車、給水タンク等
の整備がなされていな

い場合、または整備状
況が給水ポイントの配
置等からみて極めて不

十分な場合 

⑥緊急時の近隣市町
村等との連携は図

られているか。 

 緊急時の近隣市町村等と
の連携は図られている

か。 

✖近隣市町村等との間で
緊急時に備えた協力体

制の確立が図られてい
ない場合 

⑦危機管理を想定し
た訓練等に努めて
いるか。 

 水道の緊急停止措置等の
緊急事態を想定した訓練
等に努めているか。 

○単なる応急給水・応急復
旧訓練だけでなく、水道
の緊急停止等の措置を想

定した訓練を行っている
か。 

法第 23条第 1 項 
平成 13健水発第 87
号(課長通知)2 

平 18 事務連絡「国
内でのテロ事件発生
に係る対応につい

て」1(2) 

✖水質事故等、給水の緊
急停止措置等を想定し
た、水道の緊急事態対

応の訓練を実施してい
ない場合 

 

⑧危機管理対策とし

て住民への対策を
適切に講じている
か。 

 非常時における住民への

対策を適切に講じること
としているか。(給水ポイ
ントの選定、広報活動の

あり方など) 

法第 23条第 1 項 

昭 49 環計第 36 号
(部長通知)Ⅱ 
昭 55 環水第 3 号(課

長通知)第 1編第 5
章第 2 節第 3 
昭 55 環水第 3 号(課

長通知)第 2編第 5
章第 2 節第 3 
昭 61 環水第 116 号

(課長通知)1(2) 
平 6 衛水第 213 号
(課長通知)1 

平成 13 健水発第 87
号(課長通知) 
平成 17(厚生労働

省)3 

✖非常時における住民へ

の対策(給水ポイント
の選定、広報活動のあ
り方等)についてどの

ように行うか規定され
ていない場合 

 

✖非常時における住民へ
の対策(給水ポイント
の選定、広報活動のあ

り方等)が極めて不十
分である場合 

・平成 17(厚生労働省)「生活関

連等施設の安全確保の留意点」3 
一般住民からの連絡窓口を設置
し、それにより得た関係情報の

施設内での周知、情報の共有化
を図るとともに、必要に応じて
更なる情報収集に努めること。 

⑨テロ等危機管理対

策として水源監視
及び水道施設の警
備強化を行ってい

るか。 

 テロ等危機管理対策とし

て水源監視の強化、水道
施設の警備強化、防護対
策の確立等に努めている

か。 
○水道施設の警備の強化を

十分行っているか。 

○ろ過池等が外部から容易
に毒物投入できる配置・
構造となっている場合、

防止策等を検討している

平 13健水発第 87 号

(課長通知) 
平 16 健水発第
0226002 号(課長通

知)1 
平成 17(厚生労働
省)3 

✖テロ等事件発生に備え

た危機管理対策が不十
分な場合 

・平 16健水発第 0226002 号「不

法行為の未然防止のための警備
強化について」 
1 自主警備体制の徹底 

施設出入り者の管理 
 
・平成 17(厚生労働省)「生活関

連等施設の安全確保の留意点」3 
○関連機関と緊密な連携を図る
とともに、自主警戒、自主警備

の強化に努めること。 
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か。 ○水源の監視を強化すること。 
○水道施設の防護対策を確認す
ること。 

○バイオアッセイ等による水質
管理を徹底すること。 

⑩施設内への来訪者
の管理を行ってい
るか。 

 施設内への来訪者、施設
出入業者の管理を行って
いるか。 

平 13 健水発第 87 号
(課長通知) 
平 16 健水発第

0226002 号(課長通
知)1 
平成 17(厚生労働

省)3 

✖来訪者名簿・受付用テ
レビカメラ等で施設内
への来訪者、施設出入

業者の管理を行ってい
ない場合 

・平成 17(厚生労働省)「生活関
連等施設の安全確保の留意点」3 
当該施設への来訪者、出入業者

の管理を徹底すること。 

⑪薬剤等の保管、管
理は適切になされ

ているか。 

 薬剤等の保管・管理につ
いて、取り扱い責任者の

明確化、薬品台帳の作成
等が適切になされている
か。 

○薬品台帳等が作成されて
いるか。 

○毒性に関係なく瓶ごとの

管理となっていないか。 
○薬品の購入量だけでな

く、使用量も記録されて

いるか。 

平 13 健水発第 87 号
(課長通知) 

平 16 健水発第
0226002 号(課長通
知)1 

平成 17(厚生労働
省)3 

✖薬剤等の保管、管理が
不適切な場合 

・平成 17(厚生労働省)「生活関
連等施設の安全確保の留意点」3 

備品、薬品等の管理を徹底する
こと。 

⑫水道の基幹施設の

耐震化は進めてい
るか。 

 地震対策として、水道施

設の耐震化対策は進めら
れているか。 

昭 55 環水第 3 号(課

長通知)第 1編第 5
章第 2 節第 1の 2 
平 20 健水発第

0408002 号(課長通
知)1(3) 

✖基幹施設の耐震診断が

行われていない場合 

・平 20健水発第 0408002 号「水

道施設の耐震化の計画的実施に
ついて」1(3) 
(3)各水道においてそれぞれ最も

優先して耐震化を図るべき水道
施設については、平成 25 年度を
目途に耐震化を完了できるよ

う、耐震化計画の中で事業の実
施計画を明らかにし、確実な実
施に努められたい。 

⑬停電時に配慮した
水道施設の整備等
がなされている

か。 

 停電時に配慮した水道施
設と施設運用体制の整備
がなされているか。 

昭 61 環水第 116 号
(課長通知)4 

✖停電時に配慮した水道
施設等となっていない
場合 

 

⑭漏水事故等に備

え、資機材の確保
は万全か。 

 漏水事故等に備え、資機

材の保有･確保はされてい
るか。 

昭 55 環水第 3 号(課

長通知)6(3) 

✖資機材の保有又は確保

がなされていない場
合、または極めて不十
分な場合 

 

８．住民対応 

①住民への情報提供

が適切になされて
いるか。 

(1)水道の需要者に対して、

法に基づく以下に掲げる
情報を積極的に提供して
いるか。 

 提供すべき情報 
 毎年 1回以上定期に(水質

検査計画は毎事業年度の

開始前に) 
 ・水質検査計画、定期･臨

時の水質検査結果、水道

水の安全性に関する事項 
 ・第三者委託等の内容を

含む水道事業の実施体制

に関する事項 
 ・水道事業に要する費用

や料金負担等のコストに

関する事項 
 ・給水装置や貯水槽水道

の管理に関する事項 

 ・水道施設の耐震性能、
耐震性の向上に関する取
組等の状況に関する事項 

 
(2)需要者の入手しやすい方

法や理解しやすい形式と

なっているか。 
 
(解説)ホームページ、広報

紙、新聞折込、役所・事
務所にパンフを置く、等 

 

 

法第 24 条の 2 

施行規則第 17 条の 5
第 1項第 1号～第 6
号 

平 12 衛水発第 40 号
(課長通知) 
平 14 健水発第

0327001 号の第 5(課
長通知) 
平 23 健水発 1003 第

2 号(課長通知)の第
2の 5 

●法に基づく情報を、毎

年 1回以上定期に情報
提供を行っていない場
合 

 
✖法に基づく情報を提供

しているが、情報提供

の内容が不十分な場合 
(注)水質検査計画は事業

年度開始前に情報提供

する必要がある。 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
✖情報提供の方法が、需

要者の入手しやすい方

法や理解しやすい形式
となっていない場合 

 

・平 12衛水発第 40 号「水道事

業における情報公開の推進につ
いて」 
(略)公共料金分野における情報

公開のより一層の推進のため
(略)より一層積極的な情報公開
に取り組まれますよう、お願い

いたします。(略) 
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 水道事業の効率化、水道
料金の妥当性など情報提
供事項以外の情報につい

ても積極的に提供し､水道
事業に対する理解を得る
ように努めているか。 

②災害や水質事故等
非常時の住民への

情報提供は適切に
なされているか。 

 災害や水質事故等非常時
における需要者への情報

提供について、適切な内
容、適当な方法となって
いるか。 

 
(解説)有線、無線、広報車

等 

 提供すべき情報 
 必要が生じた時速やかに 
 ・臨時の水質検査の結果 

 ・災害、水質事故等の非
常時における水道の危機
管理に関する事項 

施行規則第 17 条の 5
第 1項第 7号、第 8

号 

●災害や水質事故等非常
時に住民への情報提供

を行っていない場合 
 
✖情報提供の内容又は方

法が不十分な場合 

 

③住民参加の取組み
はあるか。 

 パブリックコメント、モ
ニター制度、防災訓練等
住民が参加する取組みを

行っているか。また、今
後の予定は。 

   

④需要者からの苦情
等に対して適切に
処理しているか。 

(1)需要者からの苦情等の内
容及び処理状況は記録さ
れているか。また、苦情

に対して適切に処理して
いるか。 

 

 
(2)需要者からの苦情を、将

来の需要者サービス向上

に反映させているか。 

法第 18条第 2 項 ✖苦情等の内容及び処理
状況が記録されていな
い場合 

 
✖苦情に対して適切に処

理していない場合 

 

【供給規定】 

⑤供給規程を定め、
一般に周知させて
いるか。 

(1)供給規程を定めている
か。その内容は適切か。 

 

 
(2)供給規程を、その実施の

日までに一般に周知させ

ているか。 

法第 14条第 1 項 
施行規則第 12 条～
第 12条の 5 

 
法第 14 条第 4 項 

●供給規程を定めていな
い場合 

 

 
●供給規程を一般に周知

させていない場合 

 

⑥給水停止をする際
の需要者への周知

等処理方法は適切
か。 

(1)法第 15 条第 2 項に基づ
く給水停止を実施した場

合には、給水停止の区域
及び期間をあらかじめ関
係者に周知しているか。 

 
(2)料金未納及び正当な理由

なしに給水栓の検査を拒

んだ時に伴う給水停止等
を実施する場合は、供給
規程に基づき処理してい

るか。 
 
(3)生活困窮者に対して給水

停止を行った場合、福祉
部局と連絡・連携をとっ
ているか。 

法第 15条第 2 項 
 

 
 
 

 
法第 15 条第 3 項 
施行規則第 12 条の 3

第 2号ロ 
 
 

 
 
平 12 事務連絡「福

祉部局との連絡・連
携体制の強化につい
て」 

平 31 薬生水発 0329
第 1 号(課長通知)
「生活困窮者自立支

援制度担当部局との
連絡・連携体制の構
築等について」 

●給水を停止する前(や
むを得ない事情がある

場合を除く。)に需要
者へ周知していない場
合 

 
●供給規程に基づき、給

水停止を行っていない

場合 
 
 

 
 
✖福祉部局との連絡・連

携を一切とっていない
場合 

 

⑦貯水槽水道に関し
て、適切に供給規

程等で規定されて
いるか。 

 貯水槽水道に関して、適
切に供給規程等で規定さ

れているか。 

法第 14条第 2 項第 5
号 

施行規則第 12 条 
の 5 
平 14 健水発第

0327001 号(課長通
知)1 の(5) 
 

 

●貯水槽水道に関して、
供給規程等で規定され

ていない場合 
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９．資源・環境 

①資源の有効活用・

地球環境保全に関
する取組みを行っ
ているか。 

(1)資源の有効活用･地球環

境保全に関して、自主的
に取り組んでいることは
あるか。 

 
(2)環境マネジメントシステ

ム(ISO14001)に関する取

り組みを行っているか。 

平 16 事務連絡 

平 17 健水発第
1017001 号(課長通
知)3.5(4)① 

✖環境に配慮した取り組

みが不適切な場合 

・平 16事務連絡「厚生労働省に

おける環境配慮の方針につい
て」 
1 環境保全上健全な水環境の確

保に向けた取組 
①健全な水環境系の構築(略) 
②水道施設における廃棄物・リ

サイクル対策の推進(略) 
③水道施設における地球温暖化
対策の推進(略) 

・平 17 健水発第 1017001 号「地
域水道ビジョンの作成につい
て」3.5(4)① 

①浄水汚泥の有効利用 
循環社会の実現に貢献するた
め、浄水汚泥の有効利用の推進

について、有効利用率 100%を目
指しつつ、計画期間内における
適切な目標を設定する。 

②浄水場等からの排
水及び汚泥の処理
は適切であるか。 

 浄水場等から排出される
汚水及び汚泥の処理処分
等は関係法令に基づき適

切になされているか。 

水質汚濁防止法第 12
条(排出水の排出の
制限) 

昭 51 環水第 46 号
(課長通知) 
水道法第 5条 

平 12 厚省令第 15 号
(水道施設の技術的
基準を定める省令) 

廃棄物処理法第 12
条(事業者の処理) 

✖排水又は汚泥の処理処
分等が不適切な場合 

(注)水濁法の特定施設で

なくとも、排水をその
まま公共用水域に放流
する場合には、水濁法

に準じた測定を行うな
ど、排水が生活環境保
全上支障がないかどう

か確認する必要があ
る。そうでない場合は
口頭指摘 

 
✖排水又は汚泥の処理処

分等について、関係部

局と調整を行っていな
い場合 

 

(解説)廃棄物処理法 
 ＝廃棄物の処理及び清

掃に関する法

(S45.12.25) 

・昭 51 環水第 46 号「水道の沈
でん施設及びろ過施設の水質汚
濁防止法に基づく特定施設への

指定について」 
1 今回の水質汚濁防止法施行令
の改正により、水道法第 3条第

7項に規定する水道施設のう
ち、浄水施設である沈でん施設
又はろ過施設(これらの浄水能力

が 1 日あたり 1万立方メートル
未満の事業場に係るものを除く)
が水質汚濁防止法第 2条第 2項

に規定する測定施設として追加
されたことに伴い、これらの施
設を設置する事業場からの排出

水について、同法第 3条第 1項
の排出基準が適用され、この基
準に適合しない排出水の排出は

禁止されること。(略) 
3 その他同法第 5条、第 6条、
第 7 条、第 10 条及び第 11条第

3項の規定により届出が必要と
され、同法第 9条の規定により
特定施設の設置につきその実施

が制限され、また、同法第 14 条
の規定により排出水の汚染状態
の測定等が義務づけられる等の

規制が行われるので、これらの
点についても、遺漏のないよう
遵守すべきものであること。 

10．その他 

 (1)地域水道ビジョンの作成

を検討しているか。 

平 17 健水発第

1017001 号(課長通
知) 

✖地域水道ビジョンを策

定又は策定の検討を行
っていない場合 

策定されている場合はその取り

組みについて確認する 

(2)水道法における第三者委
託制度の活用を検討して
いるか。 

法第 24条の 3 
施行令第 9条 
施行令第 10 条 

施行令第 11 条 
施行規則第 17 条の 6 
施行規則第 17 条の 7 

施行規則第 52 条 
平 14 事務連絡「水
道事業等における第

三者への業務委託の
対象業務の考え方に
ついて」 

平 15 事務連絡「総
合規制改革会議にま
とめられた、｢規制

改革の推進に関する
第 2次答申―経済活
性化のために重点的

に推進すべき規制改
革―｣について」 
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(3)事業の広域化・統合につ
いて検討しているか。 

平 14 健水発第
0327001 号(課長通
知)第 3の 2 

  

(4)水道事業ガイドラインに
規定されている業務指標

を活用した取り組みを行
っているか。 

平 17 健水発第
1017001 号(課長通

知)3.3 

  

(5)国際協力等を通じた国際

貢献の取り組みを行って
いるか。 

平 17 健水発第

1017001 号(課長通
知)3.5(5) 

  

(6)料金設定、経営収支等の
課題についての考えはあ
るか。 

○水道料金値上げについて
考えているか。 

   

(7)技術者職員確保、技術の

継承についての考えはあ
るか。 

   

(8)その他課題はあるか。    

 



 - 1 -

                      別紙２ 

専用水道立入検査表 
●は文書による指導事項 

✖は口頭による指導事項 

立入検査事項 確認項目 根 拠 指 導 事 項 等 

１．一般事項 

【水道技術管理者】 

(1)水道技術管理者を選任

しているか。 

①水道技術管理者は適切に選任

されているか。 

 

②水道技術管理者は資格要件を

満たしているか。 

 一日最大給水量が1000㎥以下であ

り、消毒設備以外の浄水施設を必

要とせず、自然流下のみによって

給水できる場合は除く。 

法第 19 条第 1 項 

県細則第 11 条 

 

法第 19 条第 3 項 

施行令第 7条 

施行規則第 14 条 

法第 34 条第２項 

●水道技術管理者を選任してい

ない場合 

 

●資格要件を満たしていない場

合 

(2)水道技術管理者は水道

の管理についての技術

上の業務を適切に担当

しているか。 

 水道技術管理者は以下に掲げ

る事項に関する業務に従事し、

及びこれらの業務に従事する

他の職員を監督しているか。 

 ・水道施設が法第 5 条の規定によ

る施設基準に適合しているかどう

かの検査 

 ・法第 13条第 1項の規定による水

質検査及び施設検査(給水開始前

の検査) 

 ・法第 20条第 1項の規定による水

質検査 

 ・法第 21条第 1項の規定による健

康診断 

 ・法第 22条の規定による衛生上の

措置 

 ・法第 23条第 1項の規定による給

水の緊急停止 

 ・法第 37条前段の規定による給水

停止(県知事の命令) 

法第 19 条第 2 項 

 

 

 

法第 19 条第 2 項第

1号 

 

法第 19 条第 2 項第

2号 

 

法第 19 条第 2 項第

4号 

法第 19 条第 2 項第

5号 

法第 19 条第 2 項第

6号 

法第 19 条策 2 項第

8号 

法第 19 条第 2 項第

9号 

●左記の技術上の事項を監督

していない場合 

 

●左記の技術上の事項について、

文書での指導があった場合[責

務規定違反] 

(注)左記の法律事項について、1

つでも監督していない場合は

文書指導となる。 

 

✖左記の技術上の事項への従

事・監督が不十分な場合 

 

✖水道技術管理者の業務体制、情

報管理体制が不適切な場合 

【各種届出】 

(3)確認申請書記載事項変

更届 

 記載事項変更届は適切に届け

出ているか。 

 申請者の住所及び氏名(法人又は

組合にあっては、主たる事務所の

所在地及び名称並びに代表者の氏

名) 

法第 33 条第 3 項 

県細則第 17 条 

✖未届けの場合でも、立入時に直

ちに提出する旨の回答があっ

た場合は口頭にとどめる。 

●ただし、その後提出されない場

合は文書指導。 

(4)水道技術管理者変更届  変更が生じたときに適切に届

け出ているか。 

法第 19 条第 1 項

県細則第 11 条第

2 項 

✖未届けの場合でも、立入時に直

ちに提出する旨の回答があっ

た場合は口頭にとどめる。 

●ただし、その後提出されない場

合は文書指導。 

(5)給水開始届  給水開始届は適切に届け出て

いるか。 

 配水施設以外の水道施設又は配水

池を新設し、増設し、又は改造し、

その施設を使用して給水を開始し

法第 13 条第 1 項

県細則第 9条 

✖未届けであるが、立入時に、給

水開始前の水質検査及び施設

検査が実施されていることが

確認でき、直ちに提出する旨の

回答があった場合は口頭にと
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立入検査事項 確認項目 根 拠 指 導 事 項 等 

ようとするときは、あらかじめ。 どめる。 

●ただし、その後提出されない場

合は文書指導。 

(6)業務委託開始届  業務委託開始届は適切に届け

出ているか。 

 水道の管理に関する技術上の業務

を委託したときは、遅滞なく。ま

た、委託に係る契約が効力を失っ

たときも、遅滞なく。 

法第24条の3第2

項 

施行規則第 17 条

の 7 

県細則第 15 条 

✖未届けの場合でも、立入時に直

ちに提出する旨の回答があっ

た場合は口頭にとどめる。 

●ただし、その後提出されない場

合は文書指導。 

【給水開始前検査】 

(7)給水開始前検査は適正

に実施されているか。 

①給水開始前検査は、｢水質基準

に関する省令｣及び「水質基準

に関する省令の規定に基づき

厚生労働大臣が定める方法」並

びに「水道施設の技術的基準を

定める省令」に沿って適切に実

施されているか。 

○全項目の水質検査を行っている

か。 

○水質検査の採水場所が、水質基準

に適合するかどうかを判断するこ

とができる場所となっているか。 

○施設検査項目は適切か。 

 

 

 

 

②検査の結果は基準を満たすも

のであったか。満たしていない

場合は、適切な措置がなされて

いるか。 

 

③給水開始前検査の水質検査に

ついて、給水栓での検査だけで

なく、必要に応じて、水源、配

水池、浄水池等における水質に

ついても検査を行っているか。

 

 

 

④配水施設(配水池を除く)及び

給水装置の新設、増設、改造の

場合においても、給水開始前検

査に準じて必要な検査を行っ

ているか。 

法第 13 条第 1 項

施行規則第 10 条 

施行規則第 11 条 

平 15 厚労省令第

101 号(水質基準) 

平 15 厚労省告示

第 261 号(検査方

法) 

平 12 厚省令第 15

号(施設基準) 

平 15 健水発第

1010001 号(課長

通知)の第 1 の 2 

昭 44 環水第 9059

号(局長通知)の 1

の(3) 

 

法第 13 条第 1 項 

 

 

 

 

平 15 健水発第

1010001 号(課長

通知)の第 1 の 2 

 

 

 

 

 

昭 44 衛水第 9059 

号(局長通知)の 1

の(3) 

●給水開始前の水質検査及び施

設検査が実施されていない場

合 

 

✖給水開始前の水質検査及び施

設検査が不十分な場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●検査の結果が基準を満たして

いないにも関わらず、適切な措

置がなされていない場合 

 

 

✖必要に応じて検査を行ってい

ない場合 

(注)2つの配水池から 1つの配水

区域に給水しており、片方の配

水池で工事を行った場合は、そ

の配水池から採水した水の水

質検査が必要。 

 

✖配水施設(配水池を除く)及び

給水装置の新設、増設、改造の

場合において、給水開始前検査

に準じて必要な検査を行って

いない場合 

(8)給水開始前検査記録の

作成・保存 

 水質検査及び施設検査の記録

を作成し、検査を行った日から

5 年間保存されているか。 

法第 13 条第 2 項 ●給水開始前の水質検査及び施

設検査の記録を作成していな

い場合 

 

●給水開始前の水質検査及び施

設検査の記録を 5 年間保存し

ていない場合 
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✖検査記録の保存が不適切(すぐ

に出てこない等)な場合 

【健康診断】 

(9)健康診断の実施状況は

適切か。 

①定期健康診断は、おおむね 6 箇

月ごとに、病原体がし尿に排せ

つされる感染症の患者(病原体

の保菌者を含む。)の有無に関

して実施されているか。 

 

②健康診断の実施項目は適切か。

 病原体検索は、赤痢菌、腸チフス

菌、パラチフス菌を対象とし、必

要に応じてコレラ菌、赤痢アメー

バ、サルモネラ等について行うも

のとし、急性灰白髄炎(小児麻痺)、

流行性肝炎、泉熱、感染性下痢症

及び各種下痢腸炎にも注意する。 

 

 

 

③臨時の健康診断が必要となる

ような状況は生じていないか。

生じていると認められる場合

には、健康診断を行っている

か。 

法第 21 条第 1 項 

施行規則第 16 条

第 1項 

 

 

 

平 15 健次発第

1010001 号(課長

通知)の第 1 の 4 

昭 33衛水第44号

(課 長 通 知 )の

問 84 

 

 

 

 

 

法第 21 条第 1 項

施行規則第 16 条

第 2項 

●病原体検索のための定期健康

診断をおおむね６箇月ごとに

行っていない場合 

 

 

 

✖実施項目(検索病原体)が不適

切な場合 

(注)サルモネラ属菌検査におい

ては、一般的に腸チフス菌・パ

ラチフス菌検査が含まれてい

る場合があるので、検査項目に

ついて確認を行い、検査項目に

ついて認識がない場合は水道

技術管理者の責務において口

頭指導 

 

●感染症が発生した場合又は発

生するおそれがある場合に、臨

時の健療診断を行っていない

場合 

(10)健康診断の受診者は

適正か。 

 健康診断の受診者は適切か。 

○水道の取水場、浄水場又は配水池

において業務に従事している者及

びこれらの施設の設置場所の構内

に居住している者全員を対象に健

康診断を実施しているか｡ 

○運転業務委託会社の社員に対して

も健康診断を実施しているか。 

法第 21 条第 1 項 

昭33衛水第44号

(課 長 通 知 )の

問 85 

●水道の浄水場等において業務

に従事している者全員を対象

に健康診断を行っていない場

合 

 

✖業務には従事していないが、頻

繁に浄水場等に出入りする者

(職員、清掃業者等)について、

健康診断を行っていない場合 

(11)健康診断記録が適切

に保存されているか。

 過去 1 年間の健康診断に関す

る記録は保存されているか。 

法第 21 条第 2 項 

施行規則第 16 条

第 4項 

●記録が 1 年間保存されていな

い場合 

２．水道施設管理 

【施設基準】 

(1)水道施設は施設基準を

満たしているか。 

①水道の各施設は原水の質及び

量、地理的条件、当該水道の形

態等に応じ、適切な要件を備え

た施設が配置されているか。ま

た、布設・維持管理上適切な位

置・配置になっており、かつ、

給水の確実性が配慮されてい

るか。 

 

 

②水道施設の構造及び材質は、自

重、積載荷重、水圧、土圧、風

圧、地震力、積雪荷重、氷圧及

法第 5条第 1項、

第 2項 

平 12 厚省令第 15

号(施設基準) 

平 12衛水第20号

(課長通知) 

平 16 健水発第

0209001 号(課長

通知) 

 

法第 5条第 3項 

平 12 厚省令第 15

号(施設基準) 

●施設基準を満たしていない場

合 

 

 

 

 

 

 

 

 

●施設基準を満たしていない場

合 
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び温度応力等の荷重や外力に

対して、構造上安全で、かつ、

耐久性があるか。 

 また、併せて漏水がなく、かつ、

外部からの汚染や資材からの

汚染のおそれのない構造、材質

のものとなっているか。 

 

③水道施設は「水道施設の技術的

基準を定める省令」(平成 12 年

2 月 23 日厚生省令第 15 号)を

満たしているか。 

○原水に耐塩素性病原生物(クリプ

トスポリジウム)が混入するおそ

れがある場合、これらを除去する

ことができるろ過等の設備が設け

られているか。 

○配水管路は、適正な水圧が確保さ

れているか。給水に支障がある箇

所はないか。 

〇ろ過設備の洗浄排水、沈殿池等か

らの排水その他浄水処理過程で生

じる排水を公共用水域に放流する

場合にあっては、その排水による

生活環境保全上の支障が生じない

ように必要な設備が設けられてい

るか。 

 

④水に注入される薬品等により

水に付加される物質は「水道施

設の技術的基準を定める省令」

(平成 12 年 2 月 23 日厚生省令

第 15 号)を満たしているか。 

 ※法第 5 条には薬品基準も含

まれるため。 

○消毒設備は、必要な時間、水が消

毒剤に接触する構造となっている

か。 

○消毒剤の供給量を調整するための

設備が設けられているか。 

平 12衛水第20号

(課長通知) 

平 16 健水発第

0209001 号(課長

通知) 

 

 

 

法第 5条第 4項 

平 12 厚省令第 15 

号(施設基準) 

平 12衛水第20号

(課長通知) 

平 16 健水発第

0209001 号(課長

通知) 

 

 

 

 

 

 

 

 

●施設基準を満たしていない場

合 

 

●ろ過等の設備が設けられてい

ない場合 

 ただし、次に掲げる要件を備え

ている場合は指導としない。 

 ①地表水を水源としないこと。

 ②紫外線が照射される水の濁

度、色度その他の水質が紫外線

処理に支障がないものである

こと。 

 ③原水中の耐塩素性病原生物

を不活化することができる紫

外線処理設備が設けられてい

ること。 

(注)水圧の基準を満たさなくて

も、給水に支障がない場合は指

導としない。 

 

●施設基準(薬品基準)を満たし

ていない場合 

 

●必要な時間、水が消毒剤に接触

する構造となっていない場合 

 

●消毒剤の供給量を調整するた

めの設備が設けられていない

場合 

(2)定期的な水道施設の検

査が実施されているか。

①定期的な施設の点検と維持・修

繕が行われているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法第 19 条第 2 項

第 1号 

法第 22 条の 2 

施行規則第 17 条

の 2 

「水道施設の点

検を含む維持・修

繕の実施に関す

るガイドライン」

(令和元年 9 月 

厚生労働省医

薬・生活衛生局水

●水道施設に対する、目視等適切

な方法による点検の頻度を定

めていない、又は定めた頻度等

により適切な時期に点検を行

っていない場合 

 

●コンクリート構造物の点検頻

度がおおむね5年に1回に満た

ない場合 

 

●定めた点検頻度等により、適切

な時期に点検を行っていない
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②点検した結果や、補修を行った

場合の内容を記録し、保存され

ているか(コンクリート構造物

の場合)。 

道課) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法第 22 条の 2 

施行規則第 17 条

の 2 

「水道施設の点

検を含む維持・修

繕の実施に関す

るガイドライン」

(令和元年 9 月 

厚生労働省医

薬・生活衛生局水

道課) 

場合 

 

●点検により把握した異状につ

いて、補修が必要とされたにも

かかわらず、必要な補修を行っ

ていない場合 

 

✖点検項目等が定められていな

い場合 

 

✖点検記録(異状がある場合)が

ない場合 

 

●点検の年月日、氏名及び結果が

記録されていない場合 

 

●記録が次回の点検を行うまで

保存されていない場合 

 

●コンクリート構造物の補修を

行った場合に、その内容の記録

を当該施設を利用している期

間保存していない場合 

【記録・保存】 

(3)浄水施設、送配水施設

などの運転手引書は整

備されているか。 

 浄水施設、送配水施設などの運

転手引書は整備されているか。

 ✖運転手引書が整備されていな

い場合 

 

✖運転手引書が不十分(機器の取

扱い説明書のみ)であった場合 

(4)施設の管理状況の記録

は、適切になされている

か。 

 施設管理日誌、作業日誌等の記

録はなされているか。 

 ✖管理日誌、作業日誌等が未整備

の場合 

(5)施設図、配管図は適切

に整備・保管している

か。 

 施設図、配管図等は常に更新

し、いつでも速やかに利用可能

な状態に整理し、保管されてい

るか。 

昭 44 衛水第 9059

号(局長通知)の 2

の(1) 

✖施設図、配管図等の更新ができ

ていない場合 

 

✖施設図、配管国等の保管が不適

切な場合 

【その他】                           ＊自己水源型(混合型を含む)対象＊ 

(6)適切な取水量の管理の

もとで取水がなされて

いるか。 

①取水量は計画水量を超えてい

ないか。 

 

 

 

 

 

 

②水源の許可書等は適切に申請、

管理、更新しているか。 

各市町村の地下

水に関する条例

生活環境の保全

等に関する条例

第73-86条河川法

第23条(流水の占

用) 

 

水道事業等の認

可の手引 

✖取水量が計画水量を超えてい

た場合 

(注)水源が地下水等の場合、取水

量の超過が地盤沈下の増大や

クリプトスポリジウムの汚染

拡大を引き起こす恐れのある

場合は口頭指導 

 

✖認可条件である河川管理者へ

の取水量報告を行っていない

場合 

 

✖水源の許可書等の申請・更新が
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適切に行われていない場合 

３．衛生管理 

【水道施設】 

(1)水道施設についての汚

染防止はなされている

か。 

 取水場、貯水池、導水きょ、浄

水場、配水池及びポンプせい

は、常に清潔にし、水の汚染の

防止が十分になされているか。

○定期的な点検清掃がなされている

か。 

法第 22 条 

施行規則第 17 条

第 1項第 1号 

●浄水場等において汚染防止が

なされていない場合 

 

✖浄水場等において汚染防止が

不十分な場合 

(2)防護柵、施錠、立入禁

止表示等の設置がなさ

れているか。  

①上記の施設には、かぎを掛け、

柵を設ける等みだりに人畜が

施設に立ち入って水が汚染さ

れるのを防止するのに必要な

措置が講じられているか。 

 

 

②施設の構内においては、便所、

廃棄物集積所及び汚水溜等の

施設は、汚水の漏れない構造と

し、排水は良好な状態にしてお

くとともに、し尿を用いた耕作

及び園芸並びに家畜及び家禽

の放し飼い等がなされていな

いか。 

施行規則第 17 条

第 1項第 2号 

平 15 健水発第

1010001 号(課長

通知)の第 1 の 5 

●人畜が施設に立ち入るのを防

止する措置が行われていない

場合 

 

✖人畜が施設に立ち入るのを防

止する措置が不十分な場合 

【消毒】                            ＊自己水源型(混合型を含む)対象＊ 

(3)消毒が連続的に適正な

場所で行われているか。

①消毒が中断しないように確認

を行っているか。また、消毒設

備は消毒が中断しないよう常

に整備しているか。予備の設備

はあるか。 

 

 

 

 

②注入後十分均等に混和できる

場所において、消毒剤が十分水

に混合するよう行われている

か。 

平 12 厚省令第 15

号(施設基準) 

平 15 健水発第

1010001 号(課長

通知)の第 1 の 5

の(4) 

 

 

 

平 15 健水発第

1010001 号の第 1

の 5の(5) 

✖消毒剤の注入状況を確認して

いない場合 

(注)残留塩素等に問題のない場

合 

●ただし、問題が生じている場合

は、施設基準違反(省令第 5 条

第 1 項第 5 号ニ)として文書指

導 

 

✖消毒剤の注入場所が、不適切な

場合 

●ただし、施設の構造的なものに

ついては、施設基準違反(省令

第 5 条第 1 項第 5 号イ)として

文書指導する。  

(4)給水栓における遊離残

留塩素濃度は、基準値以

下とならないよう管理

されているか。 

①給水栓における水が、遊離残留

塩素濃度 0.1mg/l(結合残留塩

素の場合は 0.4mg/l)以上を保

持するように適切に塩素消毒

が行われているか。 

○遊離残留塩素の値が高く、消毒副

生物が検出されていることはない

か。 

○現在は、管末で遊離残留塩素が

0.1mg/l を保持しているが、将来下

回るおそれはないか。 

 

法第 22 条 

施行規則第 17 条

第 1項第 3号 

平 15 厚労省告示

第 318 号(残塩検

査方法) 

 

 

 

 

 

 

● 遊 離 残 留 塩 素 濃 度 が

0.1mg/l(結合残留塩素の場合

は 0.4mg/l)を下回っている給

水栓がある場合 

 

✖ 遊 離 残 留 塩 素 濃 度 が

0.1mg/l(結合残留塩素の場合

は 0.4mg/l)を、年数回下回っ

ている給水栓がある場合 

 

✖塩素消毒の管理が不十分な場

合 
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②供給する水が病原生物に著し

く汚染されるおそれがある場

合又は病原生物に汚染された

ことを疑わせるような生物若

しくは物質を多量に含むおそ

れがある場合には、給水栓にお

ける水の遊離残留塩素濃度

0.2mg/l(結合残留塩素の場合

は 1.5mg/l)以上を保持するよ

うに適切に塩素消毒が行われ

ているか。 

 

 

 

 

 

 

施行規則第 17 条

第 1項第 3号 

平 15 健水発第

1010001 号の第 1

の 5の(6) 

(解説)平成16年度から遊離残留塩素

及び結合残留塩素の検査方法(毎

日実施する消毒の残留効果に関す

る検査は除く)について、公定化を

図ったため。 

 

●供給する水が病原生物に著し

く汚染されるおそれがある場

合等に、給水栓における水の遊

離残留塩素濃度が 0.2mg/l(結

合残留塩素の場合は 1.5mg/l)

を下回っている給水栓がある

場合 

４．水質検査 

(1)定期の水質検査は法定

の回数行っているか。ま

た、検査項目は適正か。

①定期の水質検査の回数は法定

の回数(毎日・毎月・3 月に 1

回以上)実施されているか。 

 また、検査項目は適切か。 

○毎日検査を、土日にも行っている

か。 

○消毒の残留効果に関する検査だけ

でなく、色及び濁りの検査も行っ

ているか。 

○検査項目別に規定されている回数

(毎月 1 回以上・3 月に 1 回以上)

の検査を行っているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

②検査回数を減らしている検査

項目がある場合、減じることが

できる要件を満たしているか。

また、その検査頻度は適切か。

 

 

 

 

 

 

③検査項目の省略を行っている

場合、省略することができる要

件を満たしているか。 

 また、省略を行った場合であっ

法第 20 条第 1 項

(H16.4.1 施行) 

施行規則第 15 条

第 1項 

県細則第 12 条 

平 15 厚労省令第

101 号(水質基準)

平 15 厚労省告示

第 261 号(検査方

法) 

平 15 厚労省告示

第 318 号(残塩検

査方法) 

平 15 健 発 第

1010004 号(局長

通知) 

平 15 健水発第

1010001 号(課長

通知)の第 1 の 3 

 

施行規則第 15 条

第 1項第 3号 

平 15 健水発第

1010001 号(課長

通知)の第 1 の 3

の(9) 

 

 

 

 

施行規則第 15 条

第 1項第 4号 

平 15 健水発第

1010001 号(課長

●定期の水質検査を法定の回数

行っていない場合 

 

✖毎日検査を毎日行うこととし

ているが、一部の検査地点にお

いて未実施日が数日あった場

合 

 

✖色及び濁りの検査を行ってい

ない場合 

 

(解説)平成16年度から定期及び臨時

の水質検査については、公定法化

が図られたため。 

 

 

 

 

 

 

●検査回数を減じることができ

る要件を満たしていない場合 

 

✖水源に水又は汚染物質を排出

する施設の設置状況の把握が

不十分であるにもかかわらず、

原水の水深が大きく変わるお

それが少ないと判断している

場合 

 

●検査項目を省略することがで

きる要件を満たしていない場

合 
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立入検査事項 確認項目 根 拠 指 導 事 項 等 

ても、概ね 3年に 1回は省略項

目についても水質検査を行っ

ているか。 

 

 

 

 

 

 

 

④すべての水源の原水について、

水質が最も悪化していると考

えられる時期を含んで少なく

とも毎年 1 回は定期的に全項

目検査(消毒副生成物及び味を

除く。)を実施しているか。 

 また、必要に応じて水質管理目

標設定項目等についても検査

を実施しているか。 

通知)の第 1 の 3

の(5)、(9) 

 

 

 

 

 

 

 

 

平 15 健水発第

1010001 号(課長

通知)の第 4 の 2 

✖原水並びに水源及びその周辺

の状況等の把握が不十分であ

るにもかかわらず検査が必要

ないとしている場合 

 

✖省略項目について、合理的な理

由がある場合を除き、概ね 3 年

に 1 回の水質検査が行われて

いない場合 

 

✖全部または一部の水源の原水

について、合理的な理由がある

場合を除き、年 1回の全項目検

査が行われていない場合 

(2)採水場所は適正か。 ①採水場所は、給水栓を原則と

し、当該水道により供給される

水が水質基準に適合するかど

うかを判断することができる

場所を選定しているか。 

 また、配水系統ごとに選定して

いるか。 

 なお、特定の検査項目につい

て、浄水施設の出口等を採水場

所としている場合には、適切に

選定されているか。 

○給水栓以外を採水場所としていな

いか。(但し、一定の場合は可) 

〇毎日検査の採水地点は、浄水場出

口だけでなく、配水管の末端でも

行われているか。 

○浄水場系統が異なる場合には、浄

水場系統ごとに選定しているか。 

 

②採水か所数は、水源の種別、浄

水施設及び配水施設ごとに合

理的な数となっているか。ま

た、配水管の末端等水が停滞し

やすい場所も選定しているか。

施行規則第 15 条

第 1項第 2号 

平 15 健水発第

1010001 号(課長

通知)の第 1 の 3

の(1) 

施行規則第 15 条

第 1項第 2号 

参考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平 15 健水発第

1010001 号の第 1

の 3の(3) 

●採水場所が水質基準に適合す

るかどうかを判断することが

できる場所となっていない場

合 

(注)特に、浄水場・配水池でしか

行っていない場合が多く、文書

指導の対象となる。 

(3)水質検査の委託先の選

定方法は適切か。 

①水質検査を適切な機関に委託

しているか。 

 

(解説)適切な機関 

 ・地方公共団体の機関 

 ・厚生労働大臣の登録を受けた者 

 

②書面による直接契約が行われ

ているか。 

法第 20 条第 3 項 

 

 

 

 

 

 

施行規則第 15 条

第 8項 

●委託先機関が、地方公共団体の

機関又は厚生労働大臣の登録

を受けた者でない場合 

 

 

 

 

●書面による直接契約が行われ

ていない場合 
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立入検査事項 確認項目 根 拠 指 導 事 項 等 

○水道の管理に関する技術上の全部

を委託している場合は、委託先の

水道管理業務受託者と水質検査機

関が書面による直接契約を行う。 

 

③委託契約書の記載事項は適切

か。 

 

④委託契約書は契約終了日から5

年間保存されているか。 

 

⑤委託料が受託業務を遂行する

に足りる額であるか。 

 

 

⑥委託先は試料の採取・運搬を速

やかに行うことができる水質

検査機関であるか。 

 

⑦水質検査に実施状況を書類又

は調査などにより確認してい

るか。 

平 23 健水発 1003

第2号(課長通知)

の第 2の 2 

 

 

 

 

 

●委託契約書の記載事項が適切

でない場合 

 

●委託契約書が 5 年間保存され

ていない場合 

 

●適切な水質検査の実施が困難

になるほどの低廉な価格で業

務が委託されている場合 

 

●速やかな検査の実施が困難で

ある場合 

 

 

●水質検査の実施状況を確認し

ていない場合 

(4)水質検査結果は水質基

準を満たしているか。 

①水質検査結果は、水質基準(水

質基準に関する省令)を満たし

ているか。 

 

②水質基準を超えた値が検出さ

れた場合は、直ちに原因究明を

行い必要な措置を講じている

か。 

 

 

 

 

③異常が認められた場合に、確認

のため直ちに再検査を行って

いるか。 

法第 4条 

平 15 厚労省令第

101 号(水質基準) 

 

平 15 健水発第

1010001 号(課長

通知)の第 2 

 

 

 

 

 

平 15 健水発第

1010001 号(課長

通知)の第 2 

●基準値超過が継続している場

合 

 

 

●基準値を超えた値が検出され

ているにもかかわらず、その原

因究明を行わず、必要な措置を

講じていない場合 

 

✖水質異常時の対応が不適切な

場合 

 

●確認の再検査を行っていない

場合 

(5)臨時の水質検査は昨年

度行ったか。 

①臨時の水質検査が必要となる

ような状況は生じていないか。

 生じていると認められる場合、

水質検査を行っているか。 

 臨時の水質検査が必要な場合 

 ・水源の水質が著しく悪化したと

き。 

 ・水源に異常があったとき。 

 ・水源付近、給水区域及びその周

辺等において消化器系感染症が流

行しているとき。 

 ・浄水過程に異常があったとき。 

 ・配水管の大規模な工事その他水

道施設が著しく汚染されたおそれ

があるとき。 

法第 20 条第 1 項 

施行規則第 15 条

第 2項 

県細則第 12 条 

平 15 健水発第

1010001 号(課長

通知)の第 1 の 3

の(7) 

 

 

 

 

 

 

 

●臨時の水質検査が必要となる

ような状況が生じているにも

かかわらず水質検査を行って

いない場合 
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立入検査事項 確認項目 根 拠 指 導 事 項 等 

 ・その他特に必要があると認めら

れるとき。 

 

②臨時の水質検査結果において

異常が認められた場合、必要な

措置を講じているか。 

 

 

 

法第 20 条第 1 項 

県細則第 12 条 

 

 

 

●異常が認められたにも関わら

ず、必要な措置を講じていない

場合 

(6)水質検査計画は策定さ

れているか。 

①毎事業年度の開始前に水質検

査計画を策定しているか。 

 

 

②策定されている場合、その内容

は適切か。 

 水質検査計画に記載しなければな

らない事項 

 ・原水から給水栓に至るまでの水

質の状況、汚染の要因や水質管理

上優先すベき対象項目等の水質管

理上の留意すべき事項 

 ・定期の水質検査の検査項目、採

水場所、検査回数及びその理由 

 ・定期の水質検査を省略する検査

項目及びその理由 

 ・臨時の水質検査を行うための要

件、水質検査を行う項目等 

 ・水質検査を委託する場合におけ

る当該委託の内容 

 ・水質検査結果の評価に関する事

項、水質検査計画の見直しに関す

る事項、水質検査の精度及び信頼

性保証に関する事項、関係者との

連携に関する事項等 

 

③水質管理目標設定項目及び原

水に係る水質検査項目のうち、

必要な項目が水質検査項目に

位置付けられているか。 

施行規則第 15 条

第 6項、第 7項 

 

 

平 15 健水発第

1010001 号(課長

通知)の第 1 の 3

の(8) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平 15 健水発第

1010001 号(課長

通知)の第 1 の 3

の(8)のニ 

●水質検査計画が毎事業年度の

開始前に策定されていない場

合 

 

✖水質検査計画の内容が不適切

な場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

✖水質検査計画に位置付けられ

ていない場合 

(7)過去 5 年間の水質検査

記録が保存されている

か。 

①検査の記録を適正に作成して

いるか。 

○毎日検査の際、色、濁りについて、

異常がなくても記入しているか。 

 

 

②過去 5 年間の水質検査に関す

る記録は保存されているか。 

法第 20 条第 2 項 

県細則第 13 条 

 

 

 

 

法第 20 条第 2 項 

県細則第 13 条 

●水質検査の記録が作成されて

いない場合 

 

✖水質検査の記録が不適切な場

合 

 

●過去 5 年間の記録が保存され

ていない場合 

５．水質管理                          ＊自己水源型(混合型を含む)対象＊ 

(1)水源周辺及び上流域の

汚染源の把握はされて

いるか。 

 水源付近及びその周辺におい

て汚染源及び汚染源となるお

それのある工場、事業場等の立

地状況等について把握されて

いるか。 

 

(解説)おそれのある工場等 

平 15 健水発第

1010001 号(課長

通知)の第 4 の 3 

●水源周辺及び上流域の汚染源

が把握されていない場合 

 

✖汚染源及び汚染源となるおそ

れのある工場、事業場等につい

て把握している内容が不適切

な場合 
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立入検査事項 確認項目 根 拠 指 導 事 項 等 

 ・水濁法特定施設 

 ・PRTR 法届出施設 

 ・産廃処分場 

 ・下水処理施設 

 ・畜舎 

【クリプトスポリジウム対策】 

(2)水道原水に係るクリプ

トスポリジウム等によ

る汚染のおそれを判断

しているか。 

 リスクレベルの判断をしてい

るか。 

平 19 健水発第

0330005 号(課長

通知)「水道水中

のクリプトスポ

リジウム等対策

の実施について」

✖リスクレベルを判断していな

い場合又は適切に判断されて

いない場合 

 

●指摘しても改善されず、ろ過 

施設の整備の必要性が判断で 

きない場合 

(3)予防対策がされている

か。 

①リスクレベルに応じた原水等

の検査を実施しているか。 

○レベル 4及びレベル 3 

 適切な頻度で原水のクリプトスポ

リジウム等及び指標菌の検査を行

っているか。 

 ろ過施設等整備中の場合は、原水

のクリプトスポリジウム等を 3 月

に 1 回以上、指標菌を月 1 回以上

の検査を行っているか。 

○レベル 2 

 3 月に 1回以上、原水の指標菌の検

査を行っているか。 

○レベル 1 

 年 1 回、原水の水質検査を行い、

大腸菌、トリクロロエチレン等の

検査結果から被圧地下水以外の水

の混入の有無を確認しているか。 

 3 年に 1回、井戸内部の撮影等によ

り、点検を行っているか。 

 

②レベル 4の施設では、ろ過施設

の整備又はろ過施設及び紫外

線処理設備の整備、レベル 3 の

施設では、ろ過施設の整備又は

紫外線処理施設の整備を行っ

ているか。若しくは水源変更の

措置を講じているか。 

○ろ過池等の出口の濁度を 0.1 度以

下に維持しているか。 

○急速ろ過法の場合は、凝集剤を用

いているか。 

○凝集剤の注入量、ろ過池等の出口

濁度等、記録を残しているか。 

○紫外線処理の場合、照射量の確認、

原水濁度２度を超えた場合の取水

停止、維持管理を行っているか。 

○施設整備中の場合、原水の濁度を

常時計測し、通常よりも高くなっ

平 19 健水発第

0330005 号(課長

通知)「水道水中

のクリプトスポ

リジウム等対策

の実施について」

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平 12 厚省令第 15

号(施設基準） 

✖リスクレベルに応じた原水等

の検査を行っていない場合 

 

●指摘しても改善されず、ろ過 

施設の整備の必要性が判断で 

きない場合 

 3 月に 1回以上、原水の指標菌

の検査を実施している場合は

指導しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●レベル 4の施設であるが、ろ過

(急速ろ過(凝集・沈でんを含

む)、緩速ろ過、膜ろ過又はろ

過及び紫外線)を行っていない

場合、レベル 3 の施設である

が、ろ過又は紫外線による浄水

処理を行っていない場合、若し

くは水源変更を行っていない

場合 

(注)施設基準違反で指摘する。 

 ただし、ろ過施設等を整備中の

場合は指摘しない。 

 

✖適切に管理されていない場合 
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立入検査事項 確認項目 根 拠 指 導 事 項 等 

た場合、取水を停止しているか。 

〇レベル 4 及びレベル 3 の場合、

浄水を毎日1回20リットル採水

し、ポリタンクに注入した水又

は採水した水から得られるサン

プルを 14 日間保存しているこ

とが望ましい。 

(4)クリプトスポリジウム

症等が発生した場合の

対応は整備されている

か。 

 給水区域においてクリプトス

ポリジウム症等が発生した場

合の応急対応が整備されてい

るか。 

平 19 健水発第

0330005 号(課長

通知)「水道水中

のクリプトスポ

リジウム等対策

の実施について」

✖クリプトスポリジウム症等が

発生した場合の対応マニュア

ル等が整備されていない場合 

 

✖クリプトスポリジウム症等が

発生した場合の対応について、

不適切な場合 

(注)全量受水の場合にも、対応に

ついて整備する必要がある。 

６．危機管理対策 

(1)地震防災応急計画は策

定されているか。 

 地震防災応急計画が策定して

あり、知事に届け出るととも

に、その写しを市町村長に送付

してあるか。 

大規模地震対策

特別措置法第7条

●計画を策定し、知事に届け出て

いない場合 

 

●知事に届け出た計画の写しを

市町村長に送付していない場

合 

(2)危機管理マニュアル類

の整備はされているか。

 危機管理マニュアル(水質事故

対策、テロ対策、震災対策、停

電時対策、渇水対策等)は整備

されているか。 

法第 19 条第 2 項

第 8号 

法第 23 条第 1 項 

県細則第 14 条 

昭 55 環水第 3 号

(課長通知)「水道

事業等における

地震対策につい

て」 

昭 61 衛水第 116

号(課長通知)「停

電時における連

絡体制の整備及

び停電に配慮し

た水道施設整備

の推進等につい

て」 

昭49環計第36号

(部長通知)「渇水

対策について」 

平6衛水第213号

(課長通知)「渇水

時における飲料

水の衛生対策に

ついて」 

平 15 健水発第

1010001 号(課長

通知)の第 4 の 4 

平 13 健水発第 87

✖危機管理マニュアルが未整備

の場合 

✖危機管理マニュアルが不適切

な場合 

(3)連絡体制の整備状況は

万全か。 

 水質事故、地震災害時等緊急時

における当該設置者内での連

絡・対応体制の整備、利用者、

及び関係行政機関への連絡・対

応体制は整えられているか。 

 また、直ちに適切な対策が講じ

られるよう平時より関係者に

周知しているか。 

○保健福祉事務所への連絡先 

 ・電話 

  ○○○－○○○－○○○○ 

 ・FＡX 

  ○○○－○○○－○○○○ 

✖緊急時の連絡体制が整備され

ていない場合 

 

✖内部又は関係機関等外部との

連絡体制が不適切な場合 

 

✖内部、外部の関係者に、連絡体

制を周知していない場合 

 

✖保健福祉事務所への連絡先が

緊急時の連絡体制図等に明記

されていない場合 

(4)給水停止等の指揮命令

系統は明確であるか。 

①給水の緊急停止措置の指揮命

令系統は、明確になっている

か。 

 

 

 

 

②給水の緊急停止を行った場合、

利用者に周知させる措置が整

えられているか。 

③過去 5 年以内で、緊急停止の実

績はあるか。 

✖緊急停止措置の指揮命令系統

が明確になっていない場合 

 

✖緊急停止措置の指揮命令系統

に水道技術管理者の位置付け

又は関与がない場合 

 

✖給水の緊急停止を利用者に周

知させる措置が整えられてい

ない場合 
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立入検査事項 確認項目 根 拠 指 導 事 項 等 

 また、その理由は何か。 号(課長通知) 

「米国の同時多

発テロを契機と

する国内におけ

るテロ事件発生

に関する対応に

ついて」 

平 15.12.15 事務

連絡「国内でのテ

ロ事件発生に係

る対応について」

(5)応急復旧体制、応急給

水体制は確立されてい

るか。 

 応急復旧体制、応急給水体制は

確立されているか。 

✖応急復旧体制、応急給水体制が

確立されていない場合 

 

✖応急復旧体制、応急給水体制が

不十分な場合 

(6)危機管理対策として利

用者への対策を適切に

講じているか。 

 非常時における利用者への対

策を適切に講じることとして

いるか。(給水ポイントの選定、

周知方法など) 

✖非常時における利用者への対

策(給水ポイントの選定、周知

方法等)についてどのように行

うか規定されていない場合 

 

✖非常時における利用者への対

策(給水ポイントの選定、周知

方法等)が極めて不十分である

場合 

(7)施設内への来訪者の管

理を行っているか。 

 施設内への来訪者、施設出入業

者の管理を行っているか。 

✖来訪者名簿・受付用テレビカメ

ラ等で施設内への来訪者、施設

出入業者の管理を行っていな

い場合 

(8)薬剤等の保管、管理は

適切になされているか。

 薬剤等の保管・管理について、

取り扱い責任者の明確化、薬品

台帳の作成等が適切になされ

ているか。 

○薬品台帳等が作成されているか。 

○毒性に関係なく瓶ごとの管理とな

っていないか。 

○薬品の購入量だけでなく、使用量

も記録されているか。 

✖薬剤等の保管、管理が不適切な

場合 

(9)水道の基幹施設の耐震

化は進めているか。 

 地震対策として、水道施設の耐

震化対策は進められているか。

 ✖基幹施設の耐震診断が行われ

ていない場合 

(10)停電時に配慮した水

道施設の整備等がなさ

れているか。 

 停電時に配慮した水道施設と

施設運用体制の整備がなされ

ているか。 

 ✖停電時に配慮した水道施設等

となっていない場合 

(11)漏水事故等に備え、資

機材の確保は万全か。 

 漏水事故等に備え、資機材の保

有･確保はされているか。 

 ✖資機材の保有又は確保がなさ

れていない場合、または極めて

不十分な場合 

７．その他 

 研修、講習等は行ってい

るか。 

①職員の技術向上と資格要件を

満たす技術者を養成するため

の研修、講習等を実施、又は参

加しているか。 

 (日水協等が主催する研修、講

習等への参加を含む) 

 

②技術者職員確保、技術の継承に

ついての考えはあるか。 

  

＊項目中は水道法→法、水道法施行令→施行令、水道法施行規則→施行規則、神奈川県水道法施行細則→県細

則とする。 

＊根拠は法第 34 条により準用し読み替える。 

＊1-(7)及び 2-(1)は、水道施設等の新設、増設又は改造をした場合に確認すること。 
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別紙３ 
小規模水道立入検査表 

●は文書による指導事項 

✖は口頭による指導事項 

立入検査事項 確認項目 根 拠  指 導 事 項 等 

１．一般事項 

【技術担当者】 

(1)技術担当者を設置

しているか。 

技術担当者は適切に設置され

ているか。 

条例第 11 条第 1項 

 

●技術担当者を設置していない

場合 

(2)技術担当者は小規

模水道の管理につ

いての技術上の業

務を適切に担当し

ているか。 

 技術担当者は条例で定める業

務に従事しているか。 

条例第 12 条第 1項 

施行通知 12(1) 

●条例に定める業務に従事して

いない場合 

【各種届出】 

(3)変更届  変更届は適切に届け出ている

か。 

 申請者の住所、氏名(法人又は組合

にあっては、主たる事務所の所在

地及び名称並びに代表者の氏名)、

給水予定人口及び名称 

条例第 8 条 

施行規則第 6条 

施行通知 8 

✖未届けの場合でも、立入時に直

ちに提出する旨の回答があっ

た場合は口頭にとどめる。 

●ただし、その後提出されない場

合は文書指導。 

(4)技術担当者変更届  変更が生じたときに適切に届

け出ているか。 

条例第 11 条第 2項 

施行規則第 9条 

✖未届けの場合でも、立入時に直

ちに提出する旨の回答があっ

た場合は口頭にとどめる。 

●ただし、その後提出されない場

合は文書指導。 

(5)給水開始届  給水開始届は適切に届け出て

いるか。 

 布設工事(小規模水道施設の新設、

取水地点又は浄水方法の変更に係

る工事、沈でん池、ろ過池、浄水

池及び配水池の新設又は増設に係

る工事）が完了した後で、かつ、

給水を開始する前に届出。 

条例第 7 条第 1 項 

施行規則第 5 条第 1

項 

施行通知 7 

✖未届けであるが、立入時に、給

水開始前の水質検査及び施設

検査が実施されていることが

確認でき、直ちに提出する旨の

回答があった場合は口頭にと

どめる。 

●ただし、その後提出されない場

合は文書指導。 

【給水開始前の水質検査】 

(6)給水開始前の水質

検査は適正に実施

されているか。 

 施行規則の別表第 1 に掲げる

事項(51 項目)及び消毒の残留

効果についての検査を行って

いるか。 

条例第 7 条第 1 項 

施行規則第 5 条第 2

項 

施行通知 7 

●給水開始前の水質検査が実施

されていない場合 

 

✖給水開始前の水質検査が不十

分な場合 

(7)給水開始前の水質

検査記録の作成・保

存 

 水質検査の記録を作成し、検査

を行った日から 5 年間保存さ

れているか。 

条例第 7 条第 2 項 ●給水開始前の水質検査の記録

を作成していない場合 

 

●給水開始前の水質検査の記録

を 5年間保存していない場合 

 

✖検査記録の保存が不適切(すぐ

に出てこない等)な場合 

２．水道施設管理 

【施設基準】 

 水道施設は施設基

準を満たしている

か。 

①小規模水道の各施設は原水の

質及び量、地理的条件、当該小

規模水道の形態等に応じ、適切

条例第 4 条第 1 項 

施行通知 4 

 

●施設基準を満たしていない場

合 

 



 - 2 -

立入検査事項 確認項目 根 拠  指 導 事 項 等 

な要件を備えた施設が配置さ

れているか。 

 

②小規模水道施設の構造及び材

質は、水圧、土圧、地震力その

他の荷重に対して十分な耐力

を有し、かつ、水が汚染され、

又は漏れるおそれがないもの

となっているか。 

 

 

 

条例第 4 条第 2 項 

 

 

 

●施設基準を満たしていない場

合 

３．衛生管理 

【水道施設】 

(1)水道施設について

の汚染防止はなさ

れているか。 

 取水場、貯水池、導水きょ、浄

水場、配水池及びポンプせい

は、常に清潔にし、水の汚染の

防止が十分になされているか。

 配水施設として水槽を設けている

場合には、当該水槽を常時点検し、

必要に応じて清掃等を行っている

か。 

条例第 10 条第 1号 

施行通知 10(1) 

●浄水場等において汚染防止が

なされていない場合 

 

✖浄水場等において汚染防止が

不十分な場合 

 

✖水槽について、毎年１回以上清

掃等を行っていない場合 

(2)防護柵、施錠、立

入禁止表示等の設

置がなされている

か。  

 上記の施設には、必要に応じて

柵を設ける、かぎを掛ける等み

だりに人畜が施設に立ち入っ

て水が汚染されるのを防止す

るのに必要な措置が講じられ

ているか。 

条例第 10 条第 2号 

施行通知 10(2) 

●人畜が施設に立ち入るのを防

止する措置が行われていない

場合 

 

✖人畜が施設に立ち入るのを防

止する措置が不十分な場合 

【消毒】 

(3)原水の質により必

要があるときは、塩

素消毒が適切に行

われているか。 

①給水栓における水が、遊離残留

塩素濃度 0.1mg/l(結合残留塩

素の場合は 0.4mg/l)以上を保

持するように適切に塩素消毒

が行われているか。 

 

②供給する水が病原生物に著し

く汚染されるおそれがある場

合又は病原生物に汚染された

ことを疑わせるような生物若

しくは物質を多量に含むおそ

れがある場合には、給水栓にお

ける水の遊離残留塩素濃度

0.2mg/l(結合残留塩素の場合

は 1.5mg/l)以上を保持するよ

うに適切に塩素消毒が行われ

ているか。 

条例第 10 条第 3号 

施行規則第 8条 

施行通知 10(3) 

●遊離残留塩素濃度が 0.1mg/l

( 結 合 残 留 塩 素 の 場 合 は

0.4mg/l)を下回っている給水

栓がある場合 

 

 

●供給する水が病原生物に著し

く汚染されるおそれがある場

合等に、給水栓における水の遊

離残留塩素濃度が 0.2mg/l(結

合残留塩素の場合は 1.5mg/l)

を下回っている給水栓がある

場合 

４．水質検査 

(1)定期の水質検査は

1年以内ごとに1回

行っているか。ま

た、検査項目は適正

か。 

 定期の水質検査は 1 年以内ご

とに 1 回実施されているか。 

 また、規則で定める 11 項目及

び消毒の残留効果に関する検

査が行われているか。 

 規則で定める 11 項目 

 ①一般細菌 

 ②大腸菌 

条例第 9 条第 1 項 

施行規則第 7 条第 1

項 

施行通知 9(1) 

●定期の水質検査を法定の回数

行っていない場合 
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立入検査事項 確認項目 根 拠  指 導 事 項 等 

 ③亜硝酸態窒素 

 ④硝酸態窒素及び亜硝酸態窒

素 

 ⑤塩化物イオン 

 ⑥有機物 

 (全有機炭素(TOC)の量) 

 ⑦pH 値 

 ⑧味 

 ⑨臭気 

 ⑩色度 

 ⑪濁度 

(2)水質検査結果は水

質基準を満たして

いるか。 

①水質検査結果は、水質基準を満

たしているか。 

 

 

 

②水質基準を超えた値が検出さ

れた場合は、直ちに原因究明を

行い必要な措置を講じている

か。 

 

③異常が認められた場合に、確認

のため直ちに再検査を行って

いるか。 

条例第 3 条 

施行規則第 3 条別表

第 1 

施行通知 3 

●基準値超過が継続している場

合 

 

 

 

●基準値を超えた値が検出され

ているにもかかわらず、その原

因究明を行わず、必要な措置を

講じていない場合 

 

●確認の再検査を行っていない

場合 

(3)臨時の水質検査は

昨年度行ったか。 

①定期水質検査において水質検

査基準を超過した場合のほか、

給水する水が水質基準に適合

しないおそれがある場合に臨

時の水質検査を行っているか。

 給水する水が水質基準に適合しな

いおそれがある場合の判断は概ね

次による 

 ・色及び濁りに著しい変化が生じ

た場合(降雨による変化を除く) 

 ・臭気及び味に著しい変化が生じ

た場合 

 ・水源で魚が死んで多数浮上した

場合 

 ・水源付近、給水地域及びその周

辺において消化器系感染症が流行

している場合 

 ・浄水過程に異常があった場合 

 ・その他特に保健福祉事務所長が

必要と認める場合 

 

②臨時の水質検査結果において

異常が認められた場合、必要な

措置を講じているか。 

条例第 9 条第 2 項 

施行規則第 7 条第 2

項 

施行通知 9(3) 

●臨時の水質検査が必要となる

ような状況が生じているにも

かかわらず水質検査を行って

いない場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●異常が認められたにも関わら

ず、必要な措置を講じていない

場合 

(4)過去 5 年間の水質

検査記録が保存さ

れているか。 

 

 過去 5 年間の水質検査に関す

る記録は保存されているか。 

施行通知 9(4) ✖過去 5 年間の記録が保存され

ていない場合 
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立入検査事項 確認項目 根 拠  指 導 事 項 等 

５．危機管理対策 

(1)連絡体制の整備状

況は万全か。 

 水質事故、地震災害時等緊急時

における当該設置者内での連

絡・対応体制の整備、利用者、

及び関係行政機関への連絡・対

応体制は整えられているか。 

 また、直ちに適切な対策が講じ

られるよう平時より関係者に

周知しているか。 

○保健福祉事務所への連絡先 

 ・電話 

  ○○○－○○○－○○○○ 

 ・FＡX 

  ○○○－○○○－○○○○ 

条例第 13 条 

施行通知 13 

✖緊急時の連絡体制が整備され

ていない場合 

 

✖内部又は関係機関等外部との

連絡体制が不適切な場合 

 

✖内部、外部の関係者に、連絡体

制を周知していない場合 

 

✖保健福祉事務所への連絡先が

緊急時の連絡体制図等に明記

されていない場合 

(2)給水停止等の指揮

命令系統は明確で

あるか。 

①給水の緊急停止措置の指揮命

令系統は、明確になっている

か。 

 

②給水の緊急停止を行った場合、

利用者に周知させる措置が整

えられているか。 

 

③過去 5 年以内で、緊急停止の実

績はあるか。 

 また、その理由は何か。 

✖緊急停止措置の指揮命令系統

が明確になっていない場合 

 

 

✖給水の緊急停止を利用者に周

知させる措置が整えられてい

ない場合 

 




